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１．先端医科学研究センター(総合研究部)の概要 
 

 東邦大学大学院医学研究科先端医科学研究センター(東邦大学医学部総合研究部)「以下、先端

医科学研究センター(総合研究部)という。」は医学研究科および医学部教員や大学院生・研究生

など登録された研究者の方々が利用できる医学研究科付属共同実験施設である。各研究者個人や

グループの活発な研究活動が出来るように、また研究成果が上がるように、研究活動を支援する

ことが目的である。この共用研究施設を足場とした創造的な研究活動により疾病の発症機構を解

明し、新たな治療法の創製に繋ける。それらの成果を医療の実践、疾病の予知・予防に導入を目

指す。 

なお、先端医科学研究センター(総合研究部)は大きく研究基盤部門、実験動物部門、医療センタ

ー共同実験・研究部門、RI部門と推進研究部門から構成されている。医学部 2号館 3階にある

研究基盤部門にはプロテオーム・遺伝子解析室、フローサイトメトリー室、分子構造・微量分析

室、画像解析室、電子顕微鏡室、実験動物部門には医学部 2号館 3階にある大森実験動物センタ

ーのげっ歯類区域、医学部地下にある非げっ歯類区域、大橋動物実験室がある。また医療センター

共同実験・研究部門には大森研究室（医学部 1号館 7階にある実験センターと第 3臨床研究棟に

ある臨床研究室から構成される）、佐倉研究室、大橋研究室、医学部 2号館地下にある RI部門

から構成されている。 

これら施設の運営は先端医科学研究センター(総合研究部)規程に基づいて行なう。 

 

２．先端医科学研究センター(総合研究部)の規程 

 
(趣旨)  

第1条 東邦大学大学院医学研究科に先端医科学研究センター(以下、「研究センタ  

ー」という。)を置く。研究センターの組織および運営について東邦大学大学院医 学研究科先端医科学

研究センター規程(以下、「規程」という。)を定める。  

(目的)  

第2条 研究センターは、研究活動を支援するための共同利用研究施設であり、基礎 的および実践的医

学研究を推進することを目指す。また、公的競争的研究資金や産 業界との共同研究などにより、先端

的で独創的な研究に基づく疾病病態解析と治療 技術開発を行う。  

(組織と任用) 第3条 研究センターは、次の教職員で構成する。  

(1) 研究センター長 (2) 研究副センター長 (3) 研究センター教員(若干名) (4) 技術員および事務職

員(若干名)  

2 研究センター教職員は専任とすることができる。 3 第1項に規定する教員の任用は、医学研究科長が

発議し、医学部教員任用内規または大型研究プロジェクトに関わる教授任用規程を準用して選考し、大

学院医学研 究科委員会(以下、「医学研究科委員会」という。)に諮り承認を得る。  

(研究部門)  

第4条 研究センターには以下の部門を置くことができる。 (1) 研究基盤部門 (2) 実験動物部門 (3)RI

部門 (4) 医療センター共同実験・研究部門 (5) 推進研究部門 2 (1)〜(4)に掲げるこれら施設は医学

教育にも利用することができ、その場合「医学 部総合研究部」と呼ぶ。 3 (2)には以下の部門を置く

ことができる。1大森実験動物室(げっ歯類区域、非げ っ歯類区域)2大橋実験動物室 4 (5)は、大型の

公的競争的研究資金による研究ならびに産業界との共同研究を推進 する部門となる。医学研究科委員

会が必要と認めた際に部門内に関連組織を置くこ とができる。 5 研究部門の構成と研究室については、

第8条に定める研究センター運営委員会で 協議し、医学研究科委員会の議を経て決定する。  

6 研究センターは、各部門の円滑な業務遂行を図るため、各研究部門委員会を設け ることができる。

 (任期と再任)  

第5条 専任の研究センター教員の任期は5年とし、再任を妨げない。 2 医学研究科長は、本人から再任

申請を受けたら速やかに再任審査委員会を設置す る。再任審査委員会は、医学研究科長と医学研究科

長が指名し医学研究科委員会で承認された4名の教授で構成する。 3 再任審査委員会は、互選により委

員長を選出し、再任審査委員長は再任審査報告書を作成する。 4 医学研究科長は、再任審査報告に基

づき、候補者の再任の可否を医学研究科委員 会に諮り承認を得る。  

(研究センター長および研究副センター長) 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第6条 研究センター長および研究副センター長は、医学研究科の教員から医学研究科長が指名する。 2 

研究センター長および研究副センター長の任期は、医学研究科長の任期内とする。  

但し、再任を妨げない。  

(職務と権限)  

第7条 研究センター教員は、自らの研究を推進するとともに、以下の業務を行う。  

(1) 医学研究科と医学部で行われる研究について、総合的な推進と支援を行う。 (2) 医学研究科と医

学部において、研究に関わる各種規程の作成および改廃と運用上の職務を分担する。(3) 医学部総合研

究部に設置されている共用機器の維持・管理を行う。(4) 医学部学生教育を分担する。 (5) 大学院研

究教育を分担する。 (6) 文部科学省科学研究費補助金等の各種公的競争的研究費への応募を支援する。  

2 研究センター専任教授は、医学研究科委員になることができる。医学部医学科教 授会の承認を得て、

教授会構成員になることもできる。  

 (運営委員会)  

第8条 研究センターの運営に関する事項を審議するため、大学院医学研究科先端医  

科学研究センター運営委員会(以下「運営委員会」という)を設置する。 2 運営委員会は研究センター

長を委員長とするほか、委員長と医学研究科長が合議 の上で指名する次の号に掲げる委員により構成

される。 (1) 研究副センター長 (2) 研究センター教職員から若干名 (3) 医学研究科の教授から若干

名 (4) 技術員から若干名  

(事務)  

第9条 研究センターの運営については、大森学事部の支援を得ることができる。  

(予算)  

第10条 研究センターの必要経費は、医学部の予算に計上する。  

第11条 この規程に定めるものほか、研究センターの組織および運営に関し必要な事  

項および方針は運営委員会で審議し、医学研究科委員会の承認を経て、これを定め る。また、規程の

改廃も医学研究科委員会の承認を得た後、教授会に報告する。  

附則  

この規程は、平成22年1月1日から施行する。  

この規程は、一部改正のうえ平成26年11月1日から施行する。  

この規程は、一部改正(運営委員会委員構成の追加)のうえ平成28年6月1日から 施行する。  

この規定は、一部改正(研究部門の組織改正等)のうえ平成29年4月1日から施行する。  

この規程は、一部改正(研究部門の組織改正等)のうえ平成29年8月1日から施行する。  

 

４．先端医科学研究センター(総合研究部)の管理組織 

先端医科学研究センター(総合研究部)部長：赤羽 悟美 教授 

先端医科学研究センター(総合研究部)副部長：近藤 元就 教授 

１)研究基盤部門管理責任者：赤羽 悟美 教授  

プロテオーム・遺伝子解析室：中野 裕康 教授 

フローサトメトリー室：近藤 元就 教授 

分子構造・微量分析室：池崎 章 准教授 

画像解析室：赤羽 悟美 教授 

電子顕微鏡室：佐藤 二美 教授 

形態試料分析室：三上 哲夫 教授 

２)実験動物部門管理責任者：船戸 弘正 教授 

   大森実験動物室（げっ歯類区域）：船戸 弘正 教授 

   大森実験動物室（非げっ歯類区域）：杉山 篤 教授 

   大橋実験動物室：髙橋 啓 教授 

３) 医療センター共同実験・研究部門管理責任者：盛田 俊介 教授 

   大森研究室：盛田 俊介 教授 
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    実験センター：盛田 俊介 教授 

    臨床研究棟研究室：瓜田 純久 教授 

   大橋研究室：髙橋 啓 教授 

   佐倉研究室：武城 英明 教授 

５．先端医科学研究センター(総合研究部)の利用方法 

各センターへの入室はカード管理システムとなっており、許可されたもののみが入室可能となっ

ている。新規にセンターを利用する方は、所定の用紙に必要事項を記入した後、利用するセンタ

ーへ提出すると各自の ICカードを入室可能になるようコンピューター処理される。 

 

  以下の一覧表にある機械は Yahooカレンダーによる予約制になっております。ご利用の方は上

の「研究基盤センター機器の予約システム」のお知らせを一読の上、技術員まで申し出てくださ

い。 

 

画像解析部門 

蛍光顕微鏡 BX61 蛍光顕微鏡 BX63 

共焦点レーザー顕微鏡 Nikon A1 共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss  

LSM-510 META 

共焦点レーザー顕微鏡 

Carl Zeiss LSM-880Airyscan 

DeltaVision 

プロテオーム・遺伝子解析部門 

Veriti サーマルサイクラー ABI7500Fast 

Genetic Analyzer 3130xl-230 画像解析装置 Typhoon9400 

Quant Studio 3 リアルタイム PCR

システム 

 

細胞解析部門 

FACS Aria Fusion FACS CantoII 

FACS Aria III LSR Fortessa X-20 

 

 

 研究基盤センター機器の予約システム 
 

 

 

研究基盤センター機器の予約は、Yahoo カレンダーにて予約してください。 

初めて利用する方が予約する際は、Yahoo ID を取得後、研究基盤センター 

技術員までご連絡し、予約方法の説明を受けて下さい。 

 

 

 

その後、下記のとおり機器の予約をしてください。 

 

Yahooカレンダー（予約表）にログインし、個人で予約入力するか、 

研究基盤センター技術員に連絡をして予約をして下さい。 

 

１．空いている日時の中から使用予定日時を個人で直接入力または研究基盤 

センター技術員（メールアドレス：kibancenter@med.toho-u.ac.jp）にメールで 

送信する。技術員はメール受信後、予約表に入力し、予約確定メールを 
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返信する。この返信メールをもって予約確定とする。 

 

２．予約をキャンセルする場合は早急に技術員に連絡をすること。 

 

３．当日に使用予定機器の予約状況を確認し、空いている場合は使用可能である。 

その場合は、使用前に研究基盤センター技術員に声をかける。 

研究基盤センター技術員はその内容を予約表に入力する。 

 

 

以上の予約システムを遵守しない利用者は研究基盤センターへ 

一定期間入室ができなくなりますので、ご承知おき下さい。 

 

なお、予約システムのない研究基盤センター等にある機器の予約や 

その他お問い合わせについては、研究基盤センター技術員に 

メール（kibancenter@med.toho-u.ac.jp）または電話（内線 2451）にてご連絡して下さい。 

 

 

6．研究基盤センターにおける不足消耗品および故障の際の対応について 
 

１． 研究基盤センター（以下センターと略す）内にある機器の利用者が、 

機器に付属する消耗品の不足または故障に利用者が遭遇した場合、 

センター在籍技術員に連絡する。 

２． 連絡を受けた技術員は、部門担当責任者に連絡して指示を受ける。 

なお、部門担当責任者が学会等で不在の場合は総研副部長か総研部長に 

連絡して指示を受ける。 

３． 部門責任者の指示により、技術員は機器製造業者など適切な連絡先に 

連絡する。この場合、内容によっては部門責任者が直接連絡する場合もあるが、その場合は技術

員にもその内容（納入予定日、回復予定日など）の概略を伝える。 

４． 技術員は不足消耗費品の納入予定日、または修理による回復予定日を 

機器の前に掲示する。 

５． 技術員は不足消耗品の納入または機器の復帰を確認後、 

前述の掲示物を撤去する。 

        

   【注意】センター在籍技術員の勤務時間帯は午前 8時 30分～午後 5時であるので、この時

間帯外での不足消耗品または故障は翌日対応となる。 

 

 

7．先端医科学研究センター(総合研究部)の設備・機器 

 

 

 
＜プロテオーム・遺伝子関係機器＞ 

  

機器名 担当者名 連絡先 

共用の研究設備・機器の多くは研究基盤センターに設置されているが、その他に RI

センター、実験動物センター（中型動物実験区域を含む）にも設置されている。別紙に

設置されている機器の設置場所および各機器の担当者を記載している。 
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2 次元電気泳動装置：Ettan IPGphor 3, Ettan Dalt six 

Electrophoresis System  

土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

画像解析装置：Typhoon9400 土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

Odyssey  平 敬宏  【TEL】2561 【E-Mail】
takahiro.taira@med.toho-u.ac.jp 

1 分子蛍光分析システム  中野 裕

康 

 【TEL】 2355 【E-Mail】 

hiroyasu.nakano@med.toho-u.ac.jp 

Beckman Avanti 30&Optima TL-100  土屋 勇

一 

 【TEL】 2356 【E-Mail】 

tsuchiya@med.toho-u.ac.jp 

マルチモードマイクロプレートリーダー 

(TriStar-LB941) 

桑原  

卓 

 【TEL】 2668 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

ABI GeneAmp® PCR System 9700  有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

ABI ジェネティックアナライザー3130xl-230 型  有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

7500 Fast リアルタイム PCR システム 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

Veriti サーマルサイクラー 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

磁性粒子プロッセッサー（サーモ  KingFisher mL）  赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

Amersham Imager 680 冨田 太

一郎 

 【TEL】 2235 【E-Mail】
tomida@med.toho-u.ac.jp 

微量分光光度計 Nano Drop Lite 高橋 伸

二 

 【TEL】 2435 【E-Mail】 

yurimiko@med.toho-u.ac.jp 

Quant Studio 3 リアルタイム PCR システム 有田 通

恒 

 【TEL】 2605 【E-Mail】 

cwwarita@med.toho-u.ac.jp 

マルチモードマイクロプレートリーダー (Varioskan 

LUX) 

大島 大

輔 

【TEL】 2605 【E-Mail】
D.Ohshima@med.toho-u.ac.jp 

   

＜細胞解析機器＞  
  

機器名 担当者名 連絡先 

フロ-サイトメトリー装置 FACSAria Fusion 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 FACSCanto2 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 FACSAria３ 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

フロ-サイトメトリー装置 LSR Fortessa X-20 近藤 元

就 

 【TEL】 2604 【E-Mail】 

kuwabara@med.toho-u.ac.jp 

   

＜画像解析機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 
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共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss  LSM-510 META 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

伸展細胞電動イメージングシステム （ストレックス 

STB-140） 

赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss LSM-880Airyscan 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

螢光顕微鏡 オリンパス BX-61 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

螢光顕微鏡 オリンパス BX-63 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

Laser Microdissection System (LSLMD-1)（ライカ） 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

オリンパス発光イメージングシステム LV200 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

ニコン 共焦点レーザー顕微鏡 赤羽 悟

美 

 【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

DeltaVision  村井  

晋  

 【TEL】 2355 【E-Mail】 

mryshin@med.toho-u.ac.jp 

イメージングサイトメーター Operetta CLS 赤羽 悟

美 

【TEL】 2331 【E-Mail】 

satomiaa@med.toho-u.ac.jp 

   

＜電子顕微鏡関係機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

透過型電子顕微鏡（日本電子 JEM-1400C） 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

走査型電子顕微鏡（日立 S-3500N）  河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

ミクロトーム EM UC6 (LEICA) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

凍結ウルトラミクロトーム EM FC7 (LEICA) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

   

＜実験動物センター＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

オリンパスリアルタイム三次元解析装置 OV110 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

蛍光分子トモグラフィー 田丸 輝

也 

 【TEL】 2346 【E-Mail】 

tetamaru@med.toho-u.ac.jp 

島津製作所 X線CT画像解析システム SMX-100CTシ

ステム 

栃木 直

文 

 【TEL】 2376 【E-Mail】 

naobumi.tochigi@med.toho-u.ac.jp 

X 線照射装置 MBR－１５２０R3 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

   

＜実験区域＞ 
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機器名 担当者名 連絡先 

Promega 自動核酸精製装置 AS2000 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

ATTO プリントグラフ AE-6933FXES-U 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

サクラファインテック製クリオスタット POLAR-DM 赤坂 喜

清 

 【TEL】 2383 【E-Mail】 

akasakay@med.toho-u.ac.jp 

Clean-Bench (BIO-LABO) 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

倒立型ルーチン顕微鏡（CKX41） 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 

Panasonic CO2 インキュベーター MCO-170AICUVH 河本 太

郎 

 【TEL】 2451 【E-Mail】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp    

＜形態試料分析室関係機器＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

バーテャルスライド作成装置クラーロ社 

TOCO/LINE 

三上哲夫 【TEL】 2375 【E-Mail】 

tetsuo.mikami@med.toho-u.ac.jp 

大和光機所製ミクロトームリトラトーム 

REM-710 

三上哲夫 【TEL】 2375 【E-Mail】 

tetsuo.mikami@med.toho-u.ac.jp 

   

＜生体防御研究基盤センター＞ 
  

機器名 担当者名 連絡先 

荏原製スーパーフリーザー DW-40L262 (-40℃)・荏原製 

超低温槽 UD-90L702W(-80℃) 

河本太郎 【 TEL 】  2451  【 E-Mail 】 

ktaro@med.toho-u.ac.jp 
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８．各センターおよび機器利用者数 

 

 
 

 
 

 
 

 

単位：hour／回数

＜プロテオーム・遺伝子関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

2次元電気泳動装置：Ettan IPGphor 3, Ettan Dalt six Electrophoresis System 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

画像解析装置：Typhoon9400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Odyssey 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1分子蛍光分析システム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Beckman Beckman Optima MAX TL 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

マルチモードマイクロプレートリーダー (TriStar-LB941) 0 0.5h/2回 1h/2回 0.5h/1回 0 2.5h/3回 0 0 0.5h/2回 2.5h/6回 0.5h/3回 0 8h/19回

ABI GeneAmp® PCR System 9700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ABI ジェネティックアナライザー3130xl-230型 0 0 0 - - - - - - - - - 0

7500 Fast リアルタイムPCRシステム 10h/4回 10h/4回 7h/4回 30h/10回 30h/11回 6h/3回 10.5h/3回 23.5h/9回 9h/3回 20h/4回 3h/1回 2.5h/1回 161.5h/57回

Veritiサーマルサイクラー 1h/1回 1h/1回 1h/2回 1h/1回 0 0 2h/2回 0 0 1h/1回 1.5h/1回 0 8.5h/9回

磁性粒子プロッセッサー（サーモ　　KingFisher mL） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Amersham Imager 680 7.5h/13回 10.5h/17回 2.5h/6回 9h/18回 6h/13回 1.5h/5回 2h/3回 3h/4回 6h/10回 7h/15回 12.5h/26回 7.5h/19回 75h/149回

微量分光光度計　Nano Drop Lite 0.5h/2回 1.5h/8回 1.5h/7回 2h/15回 1.5h/8回 1h/7回 1.5h/11回 1h/7回 1.5h/7回 1.5h/12回 0.5h/8回 0.5h/3回 14.5h/97回

Quant Studio 3 リアルタイムPCRシステム 44h/31回 52.5h/28回 33.5h/24回 38.5h/25回 46h/28回 35.5h/20回 45.5h/21回 56.5h/26回 25h/12回 49.5h/25回 49h/28回 44.5h/26回 520h/294回

マルチモードマイクロプレートリーダー (Varioskan LUX) 0 0.5h/1回 0.5h/1回 0 0 0 0 5h/1回 0 0 3h/1回 0 9h/4回

単位：hour／回数

＜細胞解析機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

フロ-サイトメトリー装置　FACSAriaFusion 55.5h/14回 77h/20回 70h/21回 23.5h/8回 16h/6回 42.5h/13回 39h/12回 41h/12回 35h/9回 44h/12回 43.5h/9回 41h/9回 528h/145回

フロ-サイトメトリー装置　FACSAria3 32.5h/5回 51h/11回 34h/10回 9h/3回 14h/4回 24h/10回 44h/8回 5h/1回 6h/2回 27h/8回 16h/4回 14h/3回 276.5h/69回

フロ-サイトメトリー装置　LSR Fortessa X-20 24.5h/13回 34h/22回 33.5h/17回 25h/17回 52h/24回 42h/27回 83.5h/41回 48.5h/31回 46.5h/32回 40.5h/25回 36.5h/23回 37h/23回 503.5h/295回

フロ-サイトメトリー装置　FACSCanto2 2.5h/2回 11.5h/6回 7.5h/5回 11.5h/6回 25h/13回 18h/9回 15h/8回 7.5h/4回 8h/5回 7.5h/5回 2h/1回 3h/2回 119h/66回

単位：hour／回数

＜画像解析機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss　 LSM-510 META 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

共焦点レーザー顕微鏡 Carl Zeiss LSM-880Airyscan 62h/18回 56.5h/15回 49h/16回 31h/15回 20h/5回 11h/3回 16.5h/8回 28.5h/7回 28h/9回 26.5h/10回 50.5h/13回 43.5h/9回 423h/128回

螢光顕微鏡 オリンパス　BX-61 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

螢光顕微鏡 オリンパス　BX-63 24h/17回 15.5h/12回 18h/11回 8.5h/8回 10h/8回 24.5h/17回 19.5h/13回 25h/16回 13h/11回 6h/6回 20.5h/12回 4.5h/4回 189h/135回

イメージングサイトメーター Operetta CLS 13.5h/1回 179h/8回 13h/5回 133.5h/10回 124h/8回 57.5h/11回 276h/20回 188h/16回 120.5h/8回 61h/3回 192h/7回 132h/6回 1490h/103回

Laser Microdissection System (LSLMD-1)（ライカ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

オリンパス発光イメージングシステム　LV200 0 312h/2回 240h/1回 216h/2回 0 216h/2回 0 0 0 144h/1回 0 360h/6回 1448h/14回

ニコン　共焦点レーザー顕微鏡 2h/1回 29h/11回 59.5h/19回 59h/26回 34.5h/9回 29.5h/12回 27h/12回 2.5h/2回 20h/8回 22h/11回 47h/15回 35.5h/18回 367.5h/144回

DeltaVision 0 0 6h/1回 55.5h/5回 18h/2回 18h/3回 45h/5回 64h/12回 5h/1回 0 0 0 211.5h/29回

フラックスアナライザー XF HS Mini 0 0 0 0 9h/1回 40h/2回 0 0 0 0 0 0 49h/3回

伸展細胞電動イメージングシステムはストレックス STB-140は機械に取り付けされていない（使用時間0）

単位：hour／回数

＜電子顕微鏡関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

透過型電子顕微鏡（日本電子　JEM-1400C） 25h/6回 65.5h/14回 23h/11回 19.5h/5回 37.5h/14回 30.5h/11回 16.5h/6回 51h/15回 28h/8回 22.5h/5回 22.5h/5回 23h/7回 364.5h/107回

走査型電子顕微鏡（日立　S-3500N） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ミクロトーム　EM UC6 (LEICA) 38h/8回 44.5h/13回 12.5h/4回 11h/4回 24h/9回 22h/7回 14.5h/3回 20h/7回 0 0 0 0 186.5h/55回

凍結ウルトラミクロトーム　EM FC7 (LEICA) 27.5h/6回 19.5h/4回 12.5h/4回 1.5h/1回 20.5h/5回 7.5h/3回 7h/3回 16.5h/7回 17h/6回 20.5h/10回 17.5h/4回 20.5h/8回 188h/61回

単位：hour／回数

＜実験動物センター＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

島津製作所　X線CT画像解析システム　SMX-100CTシステム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

オリンパスリアルタイム三次元解析装置　OV110 0 0 0 - - - - - - - - - 0

蛍光分子トモグラフィー 0 0 0 - - - - - - - - - 0

X線照射装置　MBR－１５２０R3 1h/2回 2h/4回 1.5h/3回 2.5h/3回 3.5h/4回 4.5h/8回 3.5h/7回 6.5h/12回 2.5h/5回 3h/6回 2.5h/4回 2h/3回 35h/61回

IVIS Lumina XRMS Series III - - - - - - - - - 0 0 0 0
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9. 先端医科学研究センター(総合研究部)利用講座の業績 
 

1. 化学研究室 

池崎 章  

 

【概要】 

総合研究部研究基盤センターの実験装置および設備を用いて 2023 年に次の研究を行った。 

 分子構造・微量分析室の LCMS 装置を用い、血漿中に含まれる代謝物の一斉分析をおこな

った。代謝物の一斉分析いわゆるメタボロミクスは、疾患と生体指標との関係性を明らかにす

るもので、バイオマーカー探索としての応用も期待される。数多くの成分を LC-MS で一斉分

析するためには、検出器感度を保つために各ターゲットの測定ウインドウの重複を出来る限り

減らす必要がある。また、市販のカラムに提供されているデータシートには、必要なターゲッ

トについての情報全てが揃っているわけではなく、保持時間に関する情報も装置に依存する。

このため、実機を用いた検出時間の詳細な検討と溶出条件の最適化をおこなった。カラムのデ

ータシートに載っていない化合物に関しては、HMDB などのデータベースを参照することで

帰属をおこなった。数多くのターゲットを対象とした測定では、全てのターゲットに対して標

準物質を購入することは現実的に難しいため、データベースの情報や化学的情報の詳細な検討

によってターゲットの帰属をおこなった。この作業を丁寧に繰り返すことで、本装置で約 70

種類の代謝物を一斉分析することが可能となった。ただし、この中で実サンプルのシグナル強

度の観点から定量レベルに達しないターゲットが複数存在したため、夾雑物の影響の低減や装

置の検出感度を上げる取り組みが今後の課題とされる。 

 

 

2. 生理学講座 細胞生理学 

内藤篤彦 

 

【概要】 

環境・ストレス適応の基盤となる細胞時計同期を統御するシグナルの解明を試みた。時計同期に不

可欠な BMAL1 の S 領域と BMAL1 核局在の早期同期性転移; ISR を発見している。2023 年は、末

梢細胞時計同期において、BMAL1-ISR に不可欠な CK2 による BMAL1-Ser90 リン酸化の早期活性

化を発見し、CK2 阻害剤による時計位相シフト阻害などを細胞の時計レポータの LV200（総研）に

よる発光イメージングを用いて示した。また、国際共同研究により、クラス 3 PI3K の Vps15 は、

Vps34 非依存的に核内で Bmal1–Clock の共活性化因子として働き、肝臓の代謝リズムとプリン合成

を制御することを解明した。（305 文字） 

マクロファージ分化における SWI/SNF 複合体（BRM/BRG1）の役割を解明するため、ヒト単球系

白血病細胞株（THP-1）の PMA によるマクロファージ分化誘導実験系にて、BRM/BRG1 阻害剤

単位：hour／回数

＜実験区域＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

Promega 自動核酸精製装置　AS2000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ATTO プリントグラフ AE-6933FXES-U 0.5h/4回 0 0 0 0 0 1h/10回 0.5h/4回 0.5h/3回 0.5h/2回 0.5h/1回 0 3.5h/24回

サクラファインテック製クリオスタット POLAR-DM 9h/5回 10.5h/8回 20h/11回 7h/6回 8.5h/8回 4h/4回 3h/3回 7h/6回 17h/8回 12.5h/10回 21h/10回 4h/2回 123.5h/81回

単位：hour／回数

＜形態試料分析室関係機器＞ 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

バーチャルスライド作成装置 クラーロ社　TOCO／LINCE 0 0 17.5h/1回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17.5h/1回

大和光機製ミクロトーム リトラトーム　REM-710 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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（AU-15330 等）を用いて解析した。阻害剤投与では、PMA による形態変化（接着）は阻害されな

かったが、CD11b 等のマクロファージ分化マーカー遺伝子発現は低下した。形態変化は BRM/BRG1

非依存的だが、遺伝子発現（表現型）は BRM/BRG1 に制御される可能性が示唆された。これらの

遺伝子発現解析は、総研の Quant Studio 3 リアルタイム PCR システムを利用した。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Alkhoury C, Henneman N, Petrenko V, ShibayamaY, Segaloni A, Gadault A, Nemazanyy I, 

Le Guillou E, Wolide AD, Konstantina Antoniadou K, Tong X, Tamaru T, Ozawa T, 

Girard M, Hnia K, Lutter D, Dibner C, Panasyuk G: Class 3 PI3K participates in nuclear 

gene transcription and co-activates the circadian clock to promote de novo purine synthesis. 

Nature Cell Biology 25: 975–988, 2023 doi: 10.1038/s41556-023-01171-3. 

 

 

3.生化学講座 生化学分野 

奥西 勝秀 

 

【概要】 

１）肝線維化の新たな治療標的を探索するため、肝細胞特異的 Cflar 欠損マウスにコリン欠乏エチ

オニン添加（CDE）食を負荷し、線維化関連因子を網羅的に解析した。その結果、FGF18 の発現

上昇を見出した。肝細胞特異的 Fgf18 欠損マウスでは肝線維化が軽減される一方、Fgf18 過剰発現

マウスでは線維化が増悪した。single cell RNA 解析により、FGF18 が肝星細胞の増殖を促進する

ことを明らかにした（Tsuchiya et al, Nat Commun 2023）。また FGF18 の臨床応用を目指し、高

感度 ELISA 系を開発した。独自に作成したモノクローナル抗体を用いて複数の腫瘍細胞株培養上

清からの検出に成功した（Tsuchiya et al, Biochem Biophys Res Commun 2023）。 

２）我々は炎症性腸疾患における組織修復機構を解明するため、デキストラン硫酸ナトリウム

（DSS）誘発大腸炎モデルを用いた解析を行った。今回は IL-6 ファミリーサイトカインである

IL-11 の役割に着目し、Il11ra1 欠損マウスおよび Il11 欠損マウスに DSS を投与した。その結果、

両欠損マウスでは野生型と比較して大腸炎が顕著に増悪し、体重減少や大腸短縮が認められた。組

織学的解析により、欠損マウスでは腸管上皮細胞のアポトーシスが亢進していることを見出した。

さらに Il11-Egfp レポーターマウスを用いた解析から、IL-11 産生線維芽細胞において ERK 経路

が活性化していることを明らかにした。骨髄キメラマウスを用いた検討により、リゾチーム M 陽

性骨髄系細胞由来の活性酸素種（ROS）が IL-11 産生を誘導することを解明した。以上より IL-11

は急性大腸炎における腸管上皮防御に重要な役割を果たすことが示された（Nishina et al, 

iScience 2023）。 

 

【研究業績】 

■原著 

(英文) 

1.Tsuchiya Y, Seki T, Kobayashi K, Komazawa-Sakon S, Shichino S, Nishina T, Fukuhara K, 

Ikejima K, Nagai H, Igarashi Y, Ueha S, Oikawa A, Tsurusaki S, Yamazaki S, Nishiyama C, 

Mikami T, Yagita H, Okumura K, Kido T, Miyajima A, Matsushima K, Imasaka M, Araki K, 

Imamura T, Ohmuraya M, Tanaka M, Nakano H.  Fibroblast growth factor 18 stimulates the 

proliferation of hepatic stellate cells, thereby inducing liver fibrosis. Nat Commun 14: 6304, 

2023 

2.Tsuchiya Y, Komazawa-Sakon S, Tanaka M, Kanokogi T, Moriwaki K, Akiba H, Yagita H, 

Okumura K, Entzminger KC, Okumura CJ, Maruyama T, Nakano H. A high-sensitivity ELISA 

for detection of human FGF18 in culture supernatants from tumor cell lines. Biochem Biophys 

Res Commun 675: 71, 2023. 
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3.Nishina T, Deguchi Y, Kawauchi M, Xiyu C, Yamazaki S, Mikami T, Nakano H. Interleukin 

11 confers resistance to dextran sulfate sodium-induced colitis in mice. iScience 26: 105934, 

2023  

4.Inaba Y, Hashiuchi E, Watanabe H, Kimura K, Oshima Y, Tsuchiya K, Murai S, Takahashi C, 

Matsumoto M, Kitajima S, Yamamoto Y, Honda M, Asahara SI, Ravnskjaer K, Horike SI, 

Kaneko S, Kasuga M, Nakano H, Harada K, Inoue H. The transcription factor ATF3 switches 

cell death from apoptosis to necroptosis in hepatic steatosis in male mice. Nat Commun 14: 167, 

2023 
 

 

4. 免疫学講座 

近藤 元就 

 

【概要】 

Special AT-rich sequence binding protein-1 (SATB1)コンディショナルノックアウト (SATB1cKO)マウ

スでは、胸腺内 T 細胞分化時の selection events に異常が生じる。しかし、なぜ positive selection や

negative selection に異常が生じるのか、その詳細は明らかになっていなかった。今回我々は、positive 

selection 後の CD4CD8 double positive 胸腺細胞の胸腺髄質への移行が障害されていること、さらに

胸腺外への移出も起こっていることを見出した。このことが免疫寛容成立に重要な役割を担う

negative selection 不全、および、胸腺内制御性 T 細胞分化不全の一因となっていることが明らかと

なった。  

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

Naito, T., Ise, M., Tanaka, Y., Kohwi-Shigematsu, T., and Kondo, M. (2023). Crucial 

roles of SATB1 in regulation of thymocyte migration after positive selection. J. Immunol. 

211, 209-218. 

 

 

5. 解剖学講座 微細形態学 

船戸 弘正 

 

【概要】 

当研究室では、睡眠覚醒、エネルギー代謝、養育行動、攻撃行動等の制御機構の解明に取り組んで

いる。 

１）睡眠覚醒制御の分子機構 

睡眠覚醒制御や鎮静に関する神経機構の解明のために、リン酸化酵素 SIK3 に着目した研究や、自

由覚醒下マウスでのカルシウムイメージングや神経伝達物質イメージングを行っている。大脳皮質

第Ⅰ層に存在するアストロサイトはより深層に存在するアストロサイトとはドパミン受容体の発

現パターンが異なることを明らかにした。 

２）内側視索前野の機能解剖学的解析 

社会行動や睡眠調節・体温調節・摂食行動に重要な領域として知られている内側視索前野を構成す

るニューロンのサブタイプを同定する、もしくはマーカー遺伝子を用いて特定ニューロン群の担う

行動を明らかにするために、各種 Cre ドライマーマウスに AAV を投与し、光遺伝学および薬理遺

伝学的研究を推進している。 
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３）養育経験の影響の解明 

発達期にうける養育経験の身体や脳機能、行動への影響を解明するため遺伝子改変動物や養育過程

の介入を行っている。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1.Yousuke Tsuneoka, Taichi Nishikawa, Eriko Furube, Kaho Okamoto, Ryoichi Yoshimura, 

Hiromasa Funato, Seiji Miyata. Characterization of TRPM8-expressing neurons in the adult mouse 

hypothalamus. Neurosci Lett 814:137463, 2023 

2.Satoko Oda, Hiromasa Funato. D1-and D2-type dopamine receptors are immunolocalized in pial 

and layer I astrocytes in the rat cerebral cortex. Frontiers in Neuroanatomy 17:1111008, 2023 

3.Fuyuki Asano, Staci J Kim, Tomoyuki Fujiyama, Chika Miyoshi, Noriko Hotta-Hirashima, 

Nodoka Asama, Kanako Iwasaki, Miyo Kakizaki, Seiya Mizuno, Michihiro Mieda, Fumihiro 

Sugiyama, Satoru Takahashi, Shoi Shi, Arisa Hirano, Hiromasa Funato*, Masashi Yanagisawa. 

SIK3-HDAC4 in the suprachiasmatic nucleus regulates the timing of arousal at the dark onset and 

circadian period in mice. Proc Natl Acad Sci USA 120:e2218209120, 2023 

 

 

6. 解剖学講座 生体構造学 

川島 友和 

 

【概要】 

網膜のグリアであるミュラー細胞で発現している p27Kip1（以下、p27）遺伝子の機能について解

析を行っている。p27 は細胞周期だけでなく転写調節にも関わる可能性がありクロマチン免疫沈降

シークエンス解析（ChIP-seq 解析）を用いて標的遺伝子の解析を進めている。ChIP-seq 解析より得

られたピークのゲノム配列を用いたモチーフ解析を行い、複数のジンクフィンガー型転写調節因子

の結合配列が得られた。これらの結果は p27 が転写因子と共役をしていることを示唆するものであ

る。また p27 とこれら転写因子の結合を確認する為に GST-pulldown 解析用のコンストラクト作成

を総研機器（ATTO プリントグラフ、Nano Drop Lite）を利用して行った。 

 

 

7. 薬理学講座  

森本 達也 

 

【概要】 

1. 急性高血糖による心血管有害反応を麻酔犬モデルを用いて解析した。急性高血糖により心

拍数や心収縮力の増強、再分極遅延などが認められ、これらの反応には浸透圧依存性機序

に加えて、高血糖そのものやインスリン分泌に基づく浸透圧非依存性機序が関与する可能

性を示した。（原著論文：1） 
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2. 麻酔犬モデルを用いてプロトンポンプ阻害薬の電気薬理学的作用を解析した。プロトンポ

ンプ阻害薬はそれ自体が、軽度の QT 延長を含む多様な心血管作用を有することを明らか

にし、臨床で報告される心血管有害事象の機序解明に寄与した。（原著論文：2） 

3. ICH S7B ガイドラインに準拠したフォローアップ試験として、抗寄生虫薬 ivermectin の心

血管安全性薬理学的評価を麻酔犬モデルで実施した。Ivermectin は軽度の QT 延長を示し

たものの、torsade de pointes 誘発リスクは低く、その心血管安全性を裏付ける知見を得た。

（原著論文：3） 

4. 心房細動治療薬 vernakalant の電気薬理学的作用特性を麻酔犬モデルおよびラット大動脈

標本を使用して評価した。Vernakalant は既存薬と同等の抗心房細動効果が期待されたが、

左室収縮能や心室再分極過程に異常がある患者へは投与には慎重な対応が必要であるこ

とが示された。（原著論文：4） 

5. ヒト iPS 由来心筋細胞シートおよび慢性房室ブロック犬モデルを用いて、生薬甘草の電気

生理学的作用を解析した。甘草は Na⁺、Ca²⁺および K⁺チャネルに対するマルチチャネル遮

断作用を示し、torsade de pointes 誘発リスクは低いことが示唆された。（原著論文：5） 

 

研究業績 

■原著 

（英文） 

1.Kambayashi R, Izumi-Nakaseko H, Goto A, et al. Both osmolality-dependent and independent 

mechanisms are associated with acute hyperglycemia-induced cardiovascular adverse reactions: 

Analysis of the mutual interactions leading to cardiovascular phenotypes in dogs. J Toxicol Sci. 

2023;48:169-178. 

2.Kambayashi R, Goto A, Izumi-Nakaseko H, Takei Y, Sugiyama A. In vivo analysis of acute 

eletropharmacological effects of proton pump inhibitors using halothane-anesthetized dogs: a 

translational study of cardiovascular adverse events. J Toxicol Sci. 2023;48:375-385. 

3.Suzuki N, Kambayashi R, Goto A, et al. Cardiovascular safety pharmacology of ivermectin assessed 

using the isoflurane-anesthetized beagle dogs: ICH S7B follow-up study. J Toxicol Sci. 

2023;48:645-654. 

4.Goto A, Kambayashi R, Izumi-Nakaseko H, Shinozaki M, Takei Y, Sugiyama A. Characterization of 

electropharmacological profile of an anti-atrial fibrillatory drug vernakalant along with potential risk 

toward torsade de pointes: Translational studies using isoflurane-anesthetized dogs and isolated rat 

aortic preparations. J Pharmacol Sci. 2023;152:201-209. 

5.Izumi-Nakaseko H, Chiba K, Goto A, et al. Electropharmacological Characterization of Licorice 

Using the Human Induced Pluripotent Stem Cell-Derived Cardiomyocytes Sheets and the Chronic 

Atrioventricular Block Dogs. Cardiovasc Toxicol. 2023;23:207-217. 

 

 

8. 微生物・感染症学講座 

舘田 一博 

 

【概要】 

当研究室では、宿主と病原体の相互作用に着目し、耐性菌・非結核性抗酸菌の薬剤耐性メ

カニズムおよび持続感染機構を分子・細胞レベルで解明し、将来的な治療戦略の創出を目
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指している。今年度は、黄色ブドウ球菌や非結核性抗酸菌などの難治性感染症を対象に、

病原体と宿主免疫応答の相互作用を分子レベルで解析した。特に、Apoptosis Inhibitor of 

Macrophages (AIM ; 別名CD5L) がM. avium感染の慢性化に寄与する新たな宿主因子であ

ることを明らかにし、泡沫化マクロファージ形成を介した慢性病巣維持機構を報告した。

また、MRSA 菌血症の全ゲノム解析を通じて、院内におけるサイレントな伝播経路を明ら

かにし、感染制御への分子疫学的知見を得た。さらに、Stenotrophomonas 属における blaL1

様遺伝子群の多様性解析を行い、メタロβ-ラクタマーゼ進化に関する基盤データを構築

した。 

 

【研究業績】 

■ 原著  

（英文） 

1. Tsuji K, Kimura S, Tateda K, Takahashi H. Protective effect of teriparatide against 

vancomycin-induced cytotoxicity in osteoblasts. J Orthop Sci. 2023 Nov;28(6):1384–91. 

2.  Yamada K, Ishii Y, Tateda K. Diversity of blaL1-like genes in Stenotrophomonas species: 

insights from genome analysis of publicly available genome sequences. Antimicrob Agents 

Chemother. 2023 Sept 19;67(9):e0067323. 

3.  Sato T, Yamaguchi T, Aoki K, Kajiwara C, Kimura S, Maeda T, et al. Whole-genome 

sequencing analysis of molecular epidemiology and silent transmissions causing 

meticillin-resistant Staphylococcus aureus bloodstream infections in a university hospital. J 

Hosp Infect. 2023 Sept;139:141–9. 

4.  Kajiwara C, Shiozawa A, Urabe N, Yamaguchi T, Kimura S, Akasaka Y, et al. Apoptosis 

Inhibitor of Macrophages Contributes to the Chronicity of Mycobacterium avium Infection by 

Promoting Foamy Macrophage Formation. J Immunol. 2023 Feb 15;210(4):431–41. 

 

 

9. 病理学講座  

三上 哲夫  

 

【概要】 

当研究室では創傷治癒過程の解析、ヒト癌の臨床病理学的検討を主なテーマとして研究を行ってい

る。 

（１）創傷治癒過程における修復細胞の起源や多様性、修復細胞を制御するサイトカイン等の因子

について検討している。現在、 microRNA に着目し、 bFGF により誘導される microRNA の機能

について検討中である。 

（２）閉経後の高齢者の大腸がんについて、臨床病理学的検討を行った。乳癌に対する内分泌療法

とその副作用についての検討を行った。高齢者では転移や再発後の disease specific death に対して高

齢が危険因子となりうることを示した。 

（３）乳腺の Paget 病での乳頭部の血流増加を裏付ける血管増生を、形態試料分析室の機器による

画像解析を利用し定量的に示し、また、そこには bFGF が関与していることを示した。 

 

【研究業績】 

■ 原著  

（英文） 
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1. Akishima-Fukasawa Y, Honma N, Ogata H, Akasaka Y, Mikami T. Angiogenesis in mammary Paget 

disease: Histopathological analyses of blood vessel density and angiogenic factors. Diagnostic Pathology  

15:75, 2020. 

2. Honma N, Matsuda Y, Arai T, Kawachi H, Akishima-Fukasawa Y, Yamamoto N, Ueno M, Ishikawa Y,  

Mikami T. Impact of older age on clinicopathological and prognostic features of colon cancer  

in postmenopausal women. Pathol Int 70:433-440, 2020. 

3. Nagai Y, Yamabe F, Sasaki Y, Ishii T, Nakanishi K, Nakajima K, Shibuya K, Mikami T, Akasaka Y,  

Urita Y, Yamanaka N. A Study of Morphological Changes in Renal Afferent Arterioles Induced by 

Angiotensin II Type 1 Receptor Blockers in Hypertensive Patients. Kidney Blood Press Res. 

45(2):194-208, 2020 

 

 

10. 総合診療・救急医学講座 (大森)  

佐々木 陽典 

 

【概要】 

当講座では、前任の瓜田教授が掲げた「診療は General、研究は Special」の理念の下、総合診療科

ならではの「臓器に縛られない」多彩な研究テーマを掲げて研究を行ってまいりました。 

当講座の研究の２本柱は、 

1. 非侵襲的モダリティとしてプライマリ・ケア領域での活用が見込まれる生体ガスを用い

た基礎および臨床研究 

2. 疫学研究： 

a. 「診断の専門家」としての希少疾患の拾い上げに関する多施設共同研究 

b. 日常診療での素朴な疑問から着想を得た疫学的研究 

c. 医療リアルワールドデータを活用した研究 

の２つです。 

特に、生体ガス研究は先端医科学研究センターに設置されている機器を活用した研究であり、13C

同位体を用いた呼気分析に関する研究を活発に行い、13C 同位体を用いた糖尿病、ビタミン B12

欠乏症等の代謝性疾患に関する研究を通じて、日本安定同位体・生体ガス医学応用学会において中

心的な役割を果たしてまいりました。加えて、呼気アルデヒドによる前立腺がんの早期診断に関す

る研究を行ってまいりました。 

 臨床研究においては当講座は日本病院総合診療医学会主導で行われている希少疾患の拾い上げ

に関する複数の多施設研究において中核的な役割を担っており、国民の負託に応える学会としての

研究活動に尽力しております。  

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Sasaki Y, Kawagoe N, Imai T, Urita Y：  Effects of ethanol and sex on propionate metabolism 

evaluated via a faster 13C-propionate breath test in rats.  World J Gastroenterol  29 (21) ：3269 

-3279 , 2023 

2. Tago M, Hirata R, Katsuki N, Otsuka Y, Shimizu T, Sasaki Y, Shikino K, Watari T, Takahashi H, 

Une K, Naito T, Otsuka F, Thompson R, Tazuma S：  Contributions of Japanese Hospitalists 

During the COVID-19 Pandemic and the Need for Infectious Disease Crisis Management 

Education for Hospitalists: An Online Cross-Sectional Study.  Risk Manag Healthc Policy  ：1645 

-1651 , 2023 
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3. Sasaki Y, Sato T, Maeda M, Komatsu F, Kawagoe N, Imai T, Shigeta T, Kashima N, Urita 

Y：  Evaluation of the One-Hour 13C-Propionate Breath Test in 49 Patients from a Single Center in 

Japan to Detect Vitamin B12 Deficiency.  Med Sci Monit DOI: 10.12659/MSM.940238, 2023 

4. Yamashita S, Tago M, Tokushima Y, Harada Y, Suzuki Y, Aizawa Y, Miyagami T, Sano F, Sasaki 

Y, Komatsu F, Shimizu T, Naito T , Urita Y: Evaluation of a Previously Developed Predictive 

Model for Infective Endocarditis in 320 Patients Presenting with Fever at 4 Centers in Japan 

Between January 2018 and December 2020. Med Sci Monit DOI: 10.12659/MSM.939640, 2023 

5. Nakamichi Y, Ichibayashi R, Watanabe M†, Suzuki G, Serizawa H†, Yamamoto S, Masuyama Y, 

Honda M: Improved Neurological Outcome of Perampanel for Hypoxic-Ischemic Encephalopathy 

in Patients After Out-of-Hospital Cardiac Arrest Resuscitation.  Cureus Journal of Medical 

Science 15 (12) ：e51392 -doi:10.7759/cureus.51392 , 2023 

6. Tago M, Hirata R, Shikino K, Watari T, Sasaki Y†, Takahashi H, Shimizu T: The Milestones of 

Clinical Research for Young Generalist Physicians: Conducting and Publishing Studies. Intern J 

Gen Med 2023(16):2374-2381, 2023 

 

■総説 

（邦文） 

1. 佐々木陽典：口が開かないのは裏庭で顎をぶつけたから…?  Medicina:1624-1627, 2023 

2. 繫田知之, 佐々木陽典, 荒井一歩：頭痛の患者にあったら. 月間薬事 65(5)：143-152, 

2023 

3. 清水宏繁, 佐々木陽典： 咳嗽患者にあったら. 月間薬事  65 (6)：181-190, 2023  

 

 

11. 内科学講座  消化器内科学分野 (大森) 

松田尚久 

 

【概要】 

これまで我々は、切除不能肝細胞癌（uHCC）に対する分子標的薬および免疫療法の宿主免疫・代

謝への影響について一貫して研究を行ってきた。特に、Sorafenib や Lenvatinib などのチロシンキナ

ーゼ阻害薬（TKI）が、ヘルパーT 細胞のサブセットに与える影響を解析し、これらの薬剤が Th2

細胞を抑制し Th1 細胞優位の免疫環境を誘導することを明らかにした。また、Sorafenib が腸管の

カルニチントランスポーターOCTN2 を阻害することでカルニチン吸収を低下させ、骨格筋量減少

を来すことを報告し、さらに Lenvatinib も同様の機序で骨格筋および心機能に影響を及ぼすことを

示した。これらの成果を基盤として、2023-2024 年は免疫チェックポイント阻害薬アテゾリズマブ

と血管新生阻害薬ベバシズマブの併用療法（Ate/Bev）および Lenvatinib による二次治療効果に焦点

を当てた臨床研究を進めた。その結果、Ate/Bev 治療により血清中 IL-6、TNF-α、可溶性 IL-2R の

上昇を認め、奏効例では可溶性 MHC class I が高値であることを明らかにし、免疫活性化と治療効

果との関連を示した。一方、Ate/Bev 抵抗例に対する Lenvatinib 二次治療では奏効率 45%を示し、

奏効例で FGF-19 が上昇することから、FGF-19 が治療反応性の予測因子となる可能性を示した。ま

た、Lenvatinib 治療により Th1 細胞比率および TNF-αが上昇し、宿主免疫活性化作用を有すること

を新たに見出した。さらに Lenvatinib はカルニチン低下とともに骨格筋量および心筋機能の低下を

惹起することも確認された。これらの成果は、uHCC 治療における免疫動態と代謝・循環変化を統

合的に理解し、免疫療法と TKI 併用戦略の最適化に寄与する重要な知見と考え、さらなる研究を現

在進めている。 

 

【研究業績】 

（英文原著） 

1.  1. Kobayashi K, Nagai H, Matsui T, et al. Importance of Atezolizumab Plus 

Bevacizumab Combination Treatment as First-line Therapy for Immunological Changes 
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in Patients With Unresectable Hepatocellular Carcinoma. Anticancer Res. 43(10): 

4601-4609,2023 

2. Nagai H, Amanuma M, Mukozu T, et al. Effects of Lenvatinib on Skeletal Muscle Volume 

and Cardiac Function in Patients with Hepatocellular Carcinoma. Oncology. 101(10): 

634-644, 2023 

3. Ogino Y, Wakui N, Nagai H, Matsuda T. Comparison of strain elastography and shear 

wave elastography in diagnosis of fibrosis in nonalcoholic fatty liver disease. J Med 

Ultrason. 50(2):187-195,2023  

4. Nagai H, Mukozu T, Kobayashi K, et al. Lenvatinib Might Induce Activation of Host 

Immunity in Patients with Hepatocellular Carcinoma. Oncology. 101(1):32-40, 2023 

 

（邦文原著） 

1. 吉峰 尚幸, 永井 英成, 和久井 紀貴, 松田 尚久. 肝内制御ができていたにも関わらず肋骨転

移を来した肝細胞癌の一例. 東邦医学会雑誌. 70(3);114-121,2023. 

2. 2. 和久井 紀貴, 松井 哲平, 永井 英成, 松田 尚久. 脂肪肝(NASH,NAFLD を含む)診断法お

よび検査値と画像所見の推移. 検査と技術 51(6); 658-663,2023. 

3. 3. 岩渕 桐加, 岡野 直樹, 星 健介, 和久井 紀貴, 永井 英成, 五十嵐 良典, 松田 尚久. 急性

膵炎後被包化壊死に対して経胃的瘻孔形成術が奏功した一例 . Progress of Digestive 

Endoscopy 102(1); 143-146, 2023. 

4. 4．永井 英成, 松井 哲平, 和久井 紀貴. 病気のはなし 肝癌. 検査と技術 51(5); 574-579,2023. 

 

 

 

12. 内科学講座  呼吸器内科学分野 (大森) 

岸 一馬 

 

【概要】 

1. extracellular HSP90 (eHSP90α) とその受容体 low density lipoprotein receptor-related protein 1 

(LRP1) を介した新規シグナル経路に着目し、サルコイドーシスにおける eHSP90αの発現を解

析した。サルコイドーシス血清および気管支肺胞洗浄液中を採取し、ELIZA を用いて eHSP90

α濃度を測定し、臨床背景との相関について解析を行った。 

2. 【目的】間質性肺炎と下気道細菌叢との関連が報告されているが，腸内細菌叢との関連は不明

である．そこで腸内細菌叢の変化とびまん性肺疾患の関連を明らかにする．【方法】びまん性

肺疾患患者糞便について MiSeq(イルミナ)による 16S rRNA 遺伝子解析で細菌叢を解析し，臨

床情報と合わせて関連を検討した．【結果】非線維性間質性肺炎群で Actinobacteria 門が有意に

少なく，腸内細菌叢の変化と多様性低下を認めた。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

1. Urabe N, Sakamoto S, Masuoka M, Kato C, Yamaguchi A, Tokita N, Homma S, Kishi K. Efficacy of 

three sputum specimens for the diagnosis of Mycobacterium avium complex pulmonary disease. BMC 

Pulm Med. 2023 Jan 19;23(1):29.  

2. 2. Sakamoto S, Masuoka M, Usui Y, Shimizu H, Sekiya M, Miyoshi S, Nakamura Y, Urabe N, Isshiki 

T, Isobe K, Takai Y, Uekusa T, Kurosaki A, Homma S, Kishi K. ATS/JRS/ALAT Hypersensitivity 

Pneumonitis Guidelines for Diagnosis of humidifier lung and summer-type hypersensitivity 

pneumonitis. Respir Investig. 2023 Sep;61(5):660-667.  

3. 3. Sakamoto S, Suzuki A, Homma S, Usui Y, Shimizu H, Sekiya M, Miyoshi S, Nakamura Y, Urabe N, 

Isshiki T, Kurosaki A, Kishi K. Outcomes and prognosis of progressive pulmonary fibrosis in patients 

with antineutrophil cytoplasmic antibody-positive interstitial lung disease. Sci Rep. 2023 Oct 

17;13(1):17616. 

4. 4. Nakano Y, Isobe K, Yoshizawa T, Urabe N, Homma S, Kishi K. Upregulation of long non coding 
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RNA LINC00460 in EGFR mutant lung cancer indicates a poor prognosis in patients treated with 

osimertinib. Oncol Lett. 2023 Jul 20;26(3):380. 

 

 

13. 内科学講座  糖尿病•代謝•内分泌学分野 (大森) 

内野泰、弘世貴久 

 

【概要】 

当研究室では、以下の研究を行っている。 

１）全エクソームシークエンスを Linux のコマンドラインを用いて、１塩基多型や short In/Del の 検

出、構造多型の検出を行っている。糖尿病母体からの新規’Over-Growth’遺伝子として、ABCC8 遺

伝子（Heterozygous ABCC8 c.1792C>T (p.Arg598)の異常を同定している。Trio 解析含め、家系調査

を施行。  

２）個人宅へ特殊電力センサーを設置し、電離情報を収集、AI でデータ処理し家住人の家電使用・ 

生活行動を推定できるシステムを構築。これらデータと空間感覚センサー・24 時間血糖値データ 

を組み合わせ、時間・空間依存性の血糖値コントロール/低血糖出現の予測モデルを構築している。

東京都含め社会実装へ進む予定。  

３）インスリンや各種ペプチド製剤の皮下局所における免疫反応の解析を行っている。 

 １．インスリン誘導性重合アミロイド（IiAFP）蛋白の局在を組織学的スクリーニング（IiAFP 免

疫染色） 

２．IiAFP 部位とコントロール部位の bulk RNA-Seq の差次的遺伝子発現から、機能的アノテーショ

ンとパスウェイ解析によって、皮下アミロイド重合蛋白の免疫作用を明らかにする。次世代シーケ

ンス解析の生データ（.fastq）から選択的スプライシングの解析を行い、得られた mRNA から各種

アミロイド蛋白のユニークな構造を解析。リファレンスゲノムに遺伝子をアライメント（HISAT2

や STAR）し、差次的に発現する遺伝子を基に、遺伝子の機能や関連する生物学的経路を解析（Gene 

Ontology 解析、Pathway 解析）。 

３．長期インスリン使用者とインスリン未使用糖尿病者血清から特異的 AFP 抗体を検討。 

以上１～３により、IiAFP による獲得免疫の機構を解明する。 

 

【研究業績】 

■ 原著 

（英文） 

1.Igarashi H, Uchino H, Kanaguchi M, Hisanaga K, Sato G, Yoshikawa F, Furuta M, Washizawa N, 

Usui S, Miyagi M, Hirose T：SGLT2 inhibitor versus carbohydrate-restricted isocaloric diet: 

Reprogramming substrate oxidation in type 2 diabetes. Diabetol Metab Syndr 15：25, 2023 

2.Takuma K, Fuchigami A, Shigiyama F, Kumashiro N, Hirose T：Comparison of the effects of 

sitagliptin and dapagliflozin on time in range in Japanese patients with type 2 diabetes stratified by 

body mass index: A sub-analysis of the DIVERSITY-CVR study. Diabetes Obes Metab 25：2131-2141, 

2023 

 

 

14. 内科学講座 膠原病学分野(大森) 

南木敏宏 
 

【概要】 

当講座では、関節リウマチ（RA）を初めとする膠原病やそれらの合併症の病態解明と新規治
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療開発を目的に研究を行っている。今年度は、先端医科学研究センターの機器および動物実験セン

ター、実験センターを利用することにより、以下の課題を遂行した。  

1. ステアリン酸の末梢血単球の活性化および破骨細胞分化に及ぼす作用についての検討：

これまで、278名の RA患者血漿のリピドミクス解析より、ステアリン酸濃度が RA活動性と負の相

関があることを明らかにした。今回、末梢血単球から破骨細胞への分化をステアリン酸が抑制する

ことを見出した。論文作成中である。 

2. 関節リウマチなど膠原病患者における SARS-CoV-2 mRNA ワクチン接種後の抗体価の推移

と安全性を検討し、以下の結果を得た。289例の膠原病患者と対照 33例で mRNA ワクチン接種後、

抗 SARS-CoV-2 Spike 蛋白抗体は 1 か月で上昇し、その後減少した。膠原病患者群では抗体価は低

値であった。特にリツキシマブ、MMF、CTLA4-Ig、PSL 使用例で著明に低値だった。副反応は両群

で同等であり、安全性は良好だったが、免疫抑制治療中では抗体価の上昇が低値であり、追加接種

の必要性が示唆された (Eur J Intern Med. 2023;113:111-113)。 

 

【研究業績】 

■原著 （英文） 

1. Kawazoe M, Aoki K, Hirose W, Masuoka S, Nanki T. Influence of immunosuppressive therapy on 

longitudinal changes in anti-SARS-CoV-2 spike protein antibodies after two doses of mRNA vaccines 

in patients with rheumatic diseases. Eur J Intern Med. 2023;113:111-113. 

 

 

15. 外科学講座 一般･消化器外科学分野 (大森) 

島田英昭 

 

【概要】 

１．固形腫瘍の診断に有用なバイオマーカーの探索研究：食道癌、胃癌、大腸癌、肝臓癌等の消化

器癌、及び乳癌を研究対象として、2010 年から検体収集を開始し、術前術後を含め、合計3500 

検体以上を保有している。 

２．解析対象マーカーは、腫瘍抗原に対する自己抗体（p53抗体、 NYESO-1抗体、RalA抗体）や、

CA19-9、CEA、PD-L1、midkine等である。各マーカーが早期癌 の診断、予後の予測、抗がん剤

感受性の予測における有用性を検討している。 

３．マーカー分子が 治療標的や予防標的になり得るかどうかについて検討を進めている。 

４．病理学講座との共同研究：手術切除標本における各種腫瘍抗原の免疫組織染色を行い、血清中

自己抗体との関連性を解析している。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

１. Nanami T, Hoshino I, Shiratori F, Yajima S, Oshima Y, Suzuki T, Ito M, Hiwasa T, Kuwajima A, 

Shimada H：Presence of serum RalA and serum p53 autoantibodies in 1833 patients with various types 

of cancers. Int J Clin Oncol 27(1):72-76, 2022 

DOI：10.1007/s10147-021-02045-0 PMID： 34632560 

２. Ito M, Oji Y, Adachi M, Imanishi R, Alzaaqi S, Hiwasa T, Oshima Y, Yajima S, Suzuki T, Nanami T, 

Sumazaki M, Shiratori F, Funahashi K, Sugiayama H, Shimada H：Serum WT1-271 IgM antibody as a 

novel diagnostic marker for Gastric Cancer. Mol Clin Oncol 16(3):74, 2022 
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３. Hu L, Liu J, Shimada H, Ito M, Sugimoto K, Hiwasa T, Zhou Q, Li J, Shen S, Wang H：Serum 

Anti-BRAT1 is a Common Molecular Biomarker for Gastrointestinal Cancers and Atherosclerosis. 

Front Oncol 12:870086, 2022 

DOI：0.3389/fonc.2022.870086.  PMID：35656505   

４. Takagi-Maeda S, Yajima S, Suzuki T, Usami K, Takahashi N, Niwa R, Shimada H：A novel 

cancer-specific EGFR antibody obtained from the serum of esophageal cancer patients with long-term 

survival. Cancer Sci 113(6):2118-2128, 2022 

DOI：10.1111/cas.15350  PMID：35348270 

５. Suzuki T, Oshima Y, Shiratori F, Nanami T, Yajima S, Sumazaki M, Ushigome M, Sugita H, Eberl M, 

Ogata H, Hayashida T, Nakamura S, Nakagawa T, Shimada：Comparison between a new assay system, 

Elecsys® Anti-p53, and conventional MESACUP™ for the detection of serum anti-p53 antibodies: A 

multi-institutional study. Mol Clin Oncol 17(2):130, 2022 

DOI：10.3892/mco.2022.2563 PMID： 35832468 

６. Moriyama J, Suzuki T, Oshima Y, Nanami T, Yajima S, Shiratori F, Funahashi K, Shimada H：

 Postrecurrence prognostic impact of squamous cell carcinoma antigen and serum p53 antibody at 

the time of recurrence on the patients with esophageal squamous cell carcinoma. Toho J Med 8(2):78-88, 

2022 

DOI：10.14994/tohojmed.2021-018  

７. Okada R, Otsuka Y, Yokosuka O, Kato N, Imazaki F, Hoshino I, Sugiura N, Mizumoto H, Azemoto R, 

Kato K, Shimada H：Six autoantibodies as potential differential biomarkers of hepatocellular carcinoma 

versus liver cirrhosis and chronic hepatitis: a prospective multi-institutional study. Oncol Lett 24(4):367, 

2022/08 

DOI：10.3892/ol.2022.13487 PMID： 36238856 

８. Ito M, Hiwasa T, Yajima S, Suzuki T, Oshima Y, Nanami T, Sumazaki M, Shiratori F, Li SY, Iwadate 

Y, Sugimoto K, Mori M, Kuwabara S, Takizawa H, Shimada H：Low anti-CFL1 antibody with high 

anti-ACTB antibody is a poor prognostic factor in esophageal squamous cell carcinoma. Esophagus 

19(4):617-625, 2022 

DOI：10.1007/s10388-022-00939-0 PMID： 35780443 

９. Nagata Y, Kageyama S, Ishikawa T, Kokura S, Okayama T, Abe T, Murakami M, Otsuka K, Ariyoshi T, 

Kojima T, Taniguchi K, Kobayashi S, Shimada H, Yajima S, Suzuki T, Hirano S, Tsuchikawa T, 

Shichinohe T, Ueda S, Kanetaka K, Yoneda A, Wada H, Doki Y, Yamaue H, Katsuda M, Ohi M, 

Yasuda H, Kondo K, Kataoka M, Kodera Y, Koike M, Shiraishi T, Miyahara Y, Goshima N, Fukuda E, 

Yamaguchi K, Sato E, Ikeda H, Yamada T, Osako M, Hirai K, Miyamoto H, Watanabe T, Shiku H：

Prognostic significance of NY-ESO-1 antigen and PIGR expression in esophageal tumors of 

CHP-NY-ESO-1–vaccinated patients as adjuvant therapy. Cancer Immunol Immunother 

71(11):2743-2755, 2022 

DOI：10.1007/s00262-022-03194-5 PMID： 35429246 

１０. Suzuki T, Yajima S, Okamura A, Yoshida N, Taniyama Y, Murakami K, Ohkura Y, Nakajima Y, 

Yagi K, Fukuda T, Ogawa R, Hoshino I, Kunisaki C, Narumiya K, Tsubosa Y, Yamada K, Shimada H; 

Japan Esophageal Society Promotion Research: p53 Antibody Multicenter Research Group: Prognostic 
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impact of carcinoembryonic antigen in 1822 surgically treated esophageal squamous cell carcinoma: 

multi-institutional study of the Japan Esophageal Society. Dis Esophagus doac029,2022 

DOI：10.1093/dote/doac029 PMID： 35661884 

 

 

16. 形成外科学講座（大森） 

荻野 晶弘 

 

【概要】 

受傷後の修復組織で線維化を実行する線維芽細胞の由来は不明な点が多く、一部では Fibrocyte

という骨髄の血液細胞から由来することが報告されている。これまでに我々は皮膚潰瘍組織に好塩

基性線維芽細胞増殖因子(basic fibroblast growth factor: bFGF)を投与するとCD34と Procollagen1を共

発現する Fibrocyte が増加することを明らかにした。この CD34+/Procollagen1+ fibrocyte は毛細血管

の内皮細胞の形態を示すことから、この Fibrocyte は bFGF 投与後の皮膚潰瘍における血管形成に関

与すると考えられた。 

我々の研究では bFGF で誘導される CD34+/Procollagen1+ fibrocyte による血管形成を in vitro で証

明するため，bFGF 投与した皮膚潰瘍組織をコラーゲンゲルに移植し Fibrocyte による血管形成を in 

vitro で検討した。手法としては bFGF 投与したラット皮膚潰瘍組織を採取しコラーゲンゲルに移植

し三次元培養を行った。その結果 bFGF 投与群のコラーゲンゲルでは CD34+/Procollagen1+ fibrocyte

の有意な増加を確認した。この CD34+/Procollagen1+ fibrocyte は血管内皮様の形態を示し、このコ

ラーゲンゲルでは CD34mRNA の増加も確認された。したがって bFGF 投与した皮膚潰瘍における

血管形成には bFGF で誘導される CD34+/Procollagen1+ fibrocyte の関与が in vitro でも示された。         

さらに CD34+/Procollagen1+ fibrocyte 誘導メカニズムを解析するためケモカインの発現性を検討

した。従来の報告では C-X-C chemokine receptor-4( CXCR4)とその ligand の C-X-C motif chemokine 

ligand 12( CXCL12)の刺激により Fibrocyte が集積することが報告されている。そこで bFGF 投与し

た皮膚潰瘍組織における CD34+/Procollagen1+ fibrocyte と CXCL12 の発現性を検討すると bFGF 投

与組織やこれを移植したコラーゲンゲルでは CXCL12 の発現増加が認められた。逆に CXCL12 ア

ンタゴニストAMD3100を bFGF投与皮膚潰瘍に投与するとCD34+/Procollagen1+ fibrocyteの減少が

確認された。よって bFGF による CD34+/Procollagen1+ fibrocyte 発現誘導には CXCL12 の関与が明

らかとなった。本研究の特色はコラーゲンゲル三次元培養から bFGF 投与による

CD34+/Procollagen1+ fibrocyte の発現誘導を in vitro で示したことである。さらに CXCL12 アンタゴ

ニストの投与実験から CD34+/Procollagen1+ Fibrocyte 誘導における CXCL12 の特異的関与を明らか

にした。これまで皮膚潰瘍の修復細胞は経時的に大きく変化し複雑な動態を示すことから、線維芽

細胞を含む修復細胞の由来は不明な点が多い。今回の結果は皮膚潰瘍の組織修復における血管形成

には骨髄の血液細胞由来の CD34+/Procollagen1+Fibrocyte の誘導が重要であり、この過程にケモカ

イン CXCL12/CXCR4 が大きな影響を与えることを示した有意義な研究と考える。 

 

 

 

17. 皮膚科学講座(大森)                               

吉田憲司、石河 晃 

 

【概要】 

皮膚科学講座では、1.天疱瘡の水疱形成機序の解明と Dsg/Dsc ビーズ凝集法による天疱瘡の疾患

活動性評価の研究、2.サイトカインと末梢神経の相互作用に着目した水疱性皮膚疾患の掻痒発生機

序の解析の研究を主に行っている。１では、天疱瘡患者血清を用いて天疱瘡疾患活動性（PDAI）

と Dsg/Dsc ビーズ凝集法に相関がみられるのかを検討し、Dsg/Dsc ビーズ凝集法は PDAI と相関し
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ていることを証明した。今後は、Dsg/Dsc ビーズ凝集法を用いた病原活性の検出による疾患活動性

評価が、これまで疾患活動性評価として用いられてきた ELISA 法による抗 Dsg 抗体価と比較して、

より鋭敏に抗体の量的・質的変化を検知できるのかを時系列で評価する予定である。２では、水疱

性類天疱瘡患者を掻痒の強さを 2 群に分けて、それぞれの群の患者皮膚の末梢神経分布を共焦点顕

微鏡で観察し、患者血清・水疱内溶液中の IL-31、TSLP、IL-4、IL-13 は ELISA 法を用いて、両群

の掻痒発生の違いについて検討中である。臨床面においては、引き続き当院に受診される自己免疫

性水疱症の血清学的検査を蛍光抗体法、ELISA 法、免疫ブロット法を用いて解析を行い、正確な診

断、治療効果判定を行っている。また表皮水疱症に対しても、電子顕微鏡、基底膜部構成蛋白に対

する各種モノクローナル抗体を用いた蛍光抗体法による蛋白発現の検討により、正確な病型診断を

行っている。加えて、ランゲルハンス細胞組織球症の電子顕微鏡検査も行った。 

 

【研究業績】 

■ 原著 

（邦文） 

1. 小原芙美子,吉田憲司,松岡正樹,若山 恵,飯塚弘文,石河 晃：ランゲルハンス細胞組織球症.皮膚病診

療.45(4):330-333.2023.4. 

■総説 

(邦文) 

1.石河 晃：感染症－真菌 癜風. 皮膚疾患最新の治療 2023-2024：222. 2023.1 

2.吉田憲司、石井健：自己抗体と天疱瘡. 臨床免疫・アレルギー科,79(2):232-238. 2023.2 

3.石河 晃：化粧品機能評価法ガイドライン.最新美容皮膚科学体系 1:210-213.2023.6 

 

 

18. 内科学講座  神経内科学分野(大橋) 

紺野晋吾 

 

【概要】． 

2023 年から 2024 年にかけて、本研究グループの基礎研究は、神経免疫疾患の病態解明と治療戦

略に関わる実験的検討を背景としつつ、臨床研究を強く補完する形で展開された。2023 年には、

重症筋無力症患者を対象とした血漿交換療法後の血清 IgG 減少が短期改善の予測因子となること

を示した原著が発表され、免疫学的変化と臨床効果を結び付ける重要な知見が提示された。また、

B 細胞標的治療の現況を解説する総説では、治療的アプローチの背景にある免疫機構の整理が行わ

れ、基礎と臨床を架橋する視点が強調された。さらに、国際学会においては、実験的自己免疫性ニ

ューロパチーモデルを用いたシポニモドやジメチルフマル酸の効果検討が報告され、前臨床的アプ

ローチの継続が確認された。 

 

【研究業績】 

■ 総説 

紺野晋吾： 重症筋無力症 Update C.治療 8.B 細胞を標的とした治療.  Clinical Neuroscience  

41 (11) ：1470 -1472 , 2023 

 

 

19. 内科学講座  循環器内科学分野(大橋) 

窪田 哲也 
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原 英彦 

 

【概要】 

本研究は食事および宿主遺伝子との関連を明らかにすることによって、体重に影響を及ぼす腸内細

菌叢を特定することを目的とした。無菌（GF）マウスおよび糞便微生物移植（FMT）を行ったマウ

スに、通常食、高炭水化物食、または高脂肪食を与えた。その結果、FMTマウスは、食事の種類に

かかわらず、GF マウスと比較して総体重、脂肪組織および肝臓重量、血糖値、インスリン値、総

コレステロール値、ならびに脂肪滴のサイズがいずれも高値を示した。 

しかし、腸内細菌叢に関連する体重増加の程度や代謝パラメータの変化は、摂取した栄養素の種類

に依存していた。たとえば、二糖類または多糖類を多く含む食事は、単糖類を多く含む食事よりも

体重増加を引き起こした。さらに、不飽和脂肪酸を多く含む食事は、飽和脂肪酸を多く含む食事よ

りも腸内細菌叢によるインスリン上昇効果が強かった。 

この違いは、おそらく宿主が摂取した物質から産生される微生物代謝産物の違いが体重差やインス

リン抵抗性の違いを生じさせたためと考えられた。そこで、腸内細菌叢に対する食事の影響、GF

マウスと FMTマウス間での発現遺伝子の差異、および体重を含む代謝因子を解析した。その結果、

体重増加の増大、高脂肪食、Ruminococcaceae 科の増加、および claudin 22 遺伝子発現の低下と

の間に相関が認められた。 

これらの結果は、宿主の食事を介して腸内細菌叢の代謝を操作することにより、体重調節が可能と

なる可能性が考えられた。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

Nemoto S, Kubota T, Ohno H. Exploring body weight-influencing gut microbiota by elucidating the 

association with diet and host gene expression. Sci Rep. 2023 5;13(1):5593. 

 

 

20. 外科学講座 一般・消化器外科学分野(大橋) 

斉田芳久 

渡邉 学 

長田拓哉 

 

【概要】 

急性腹部感染症の起因菌において、薬剤耐性菌の出現が世界的な問題となっている。一方、近年

では細菌感染症起因菌同定および薬剤感受性試験はゲノム解析技術の発展に伴って変革を遂げて

きた。特に次世代シーケンサーの登場によって短時間で大量の塩基情報を解読することが可能とな

り臨床応用が行われるようになった。我々は、自動多項目同時遺伝子検査システムである

「VerigeneR」システムを設置し，急性腹部感染症より採取された検体の評価を行った。本システ

ムにより，検体採取から起因菌同定・薬剤感受性結果までを 3時間以内に解析・同定できることを

明らかにした。 

 また乳癌患者の血液中にわずかに存在する循環腫瘍細胞（CTC; Circulating Tumor Cell）を同

定する目的で、CTCユニバーサルチップを開発し、CTCの補足に向けた基礎的実験を行なった． 

 

【研究業績】 

■原著 

1) 武藤光彦,長田拓哉,佐々木彩,岡由希,二渡信江,浅井浩司,榎本俊行,桐林孝治,渡邉学,斉田芳久. 



 25 

男性乳癌との鑑別が困難であった乳房悪性黒色腫の１例. 癌と化学療法 50(13)1979-1981, 2023 

2) 長田拓哉，佐々木彩，岡由希，横内幸，渡邉学，岡本康，斉田芳久：陳旧性繊維腺腫様の粗大

石灰化を伴う浸潤性乳癌の一例. 日本乳癌検診学会誌 32(2)239-243, 2023 

3) 萩原令彦，岡本康，新妻徹，桐林孝治，二渡信江，長田拓哉，浅井孝司，渡邉学，大原関利章，

斉田芳久：神経線維腫症 1 型に合併した異時性両側乳房 Paget 病の 1 例. 日本外科系連合学会誌. 

48(5)521-527, 2023 

 

 

21. 内科学講座 膠原病学分野(大橋) 

亀田 秀人 

 

【概要】 

関節リウマチ（RA）の発症機序を解明するために、RA 患者を対象として関節超音波検査、血漿サ

イトカインの経時測定を行い、RA 再燃の機序から RA の発症機序を追求している。外来に設置さ

れてある関節超音波機器を用いた軟骨厚の定量・半定量的測定を含めた検査では従来の X 線検査

所見との比較も行い、その成果を米国リウマチ学会の学会誌に報告し、プレスリリースを行った。

さらに 2015 年より実施している FLAIR 研究においては、観察期間中に計 251 検体の血漿サンプル

が採取され、大橋総研部に設置されてある Meso Scale Discovery 社の超高感度測定キットを用いて

IL-1β、IL-2、IL-6、IL-8、IL-10、TNF、IFNα、IFNγ、GM-CSF、VEGF、sTNFR1、sTNFR2、sIL-6R

の経時的な濃度測定を行った。今後、生物学的製剤中止後の詳細なバイオマーカーや関節超音波所

見の推移についての解析を予定している。 

 

【研究業績】 

■原著 

（英文） 

Ogura T, Hirata A, Hayashi N, Imaizumi C, Ito H, Takenaka S, Inoue Y, Takakura Y, Mizushina K, Katagiri T, 

Kameda H. Finger joint cartilage evaluated by semi-quantitative ultrasound score in patients with 

rheumatoid arthritis. Arthritis Care Res 2021;73(2):173-179 (E-pub 25 October 2019). 

 

 

22. 病院病理学講座 (大橋) 

  高橋 啓 

 

【概要】 

1）カンジダ細胞壁成分誘導川崎病血管炎マウスモデルを用いて血管炎発症機序の解析を続けてい

る。本モデルの血管炎発症には、αマンナンが自然免疫受容体であるデクチン 2 と結合することが

重要であり、その結果、Syk や CARD9 等の分子が活性化され、種々のサイトカインが放出され血

管炎に至る。これまでに Syk 阻害薬投与による血管炎抑制効果について組織学的に検討しその効果

を明らかにした。本年は、従来の評価時期である起炎物質投与後 12, 19, 26 日に加えて、投与後早

期（0,1,3,5 日）の血清サイトカイン変動について検討した。その結果、サイトカインは血管炎の発

生にかかわる早期上昇群と，炎症進展にかかわる後期上昇群との 2 群に大別できた。今後、これら

の組織学的検討を行う予定である。 

2）クロドロン酸（マクロファージ枯渇剤）投与群と非投与群とで血管炎誘発活性を比較した。ク

ロドロン酸投与により脾臓の F4/80 陽性細胞と CD11c 陽性細胞は有意に減少したが、完全消失には

至らず、血管炎発生率や組織学的血管炎重症度に明らかな差異を見いだせなかった。より適切なマ

クロファージ枯渇剤の検討が必要と考えられた。 

3）川崎病遠隔期において冠動脈瘤石灰化は高頻度に認められる所見である。その発生過程の詳細

を明らかにするために川崎病発症後 40 日～3 年死亡例に対して病理学的検討を行った。石灰化の

局在には 2 種あり、血栓の器質化部に一致して認められるものと、肥厚した内膜の深部に生じるも

のとがあった。最も早期に石灰化が観察されたのは発症後 49 日死亡乳児例であり、血栓と血管壁
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の境界部に形成された肉芽組織内に小型で帯状の石灰化がみられた。罹病期間が長くなるにつれて

石灰化は拡大し、結節状の形態を示した。さらに、瘤径が大きいほど石灰化面積も増大する傾向が

みられた。 

 

[研究業績] 

■原著 

（英文） 

１. Yokouchi Y, Oharaseki T, Asakawa N, Makino H, Takahashi K. Histological studies shed new light on 

the initiation and characteristics of calcification of coronary artery aneurysms in Kawasaki disease. 

Cardiovasc Pathol. 2022 Nov-Dec;61:107456. 

 

 

■総説 

（英文と邦文） 

１. 横内幸†, 浅川奈々絵†, 高橋啓†：  川崎病に伴う冠動脈瘤の病理.  日本臨牀 81 (増刊号 8

（通巻 1241 号）)：71 -75 , 2023 

２. 高橋啓†： 大動脈の IAAA と高安動脈炎瘢痕期. 病理と臨床  41 (11) ：1181 -1185 , 2023 

３. 高橋啓†： 日本人の名前がついた疾患―川崎病―. 病理と臨床  41 (8) ：884 -886 , 2023 

 

 

23. 脳神経外科学講座（大橋） 

  岩渕 聡 

 

【概要】 

2023 年は、膠芽腫に対する抗腫瘍アロマ療法の基礎的研究を継続した。がん治療において、ア

ロマ精油はこれまで主に免疫増強作用、鎮静作用、化学療法に伴う副作用軽減などの支持療法的な

目的で用いられてきた。一方で、近年はアロマ精油自体が抗腫瘍効果を示す可能性も報告されてい

る。 

我々は、膠芽腫に対する新規治療戦略として、アロマ精油中の芳香成分を用いた抗腫瘍アロマ療

法の開発を目指して研究を進めており、これまでにヒバ精油が膠芽腫細胞の増殖抑制効果を示すこ

とを明らかにしてきた。今回、新たにレモングラス精油の抗腫瘍効果を解析し、膠芽腫に対する応

用可能性を検討した。ヒト膠芽腫細胞株（U87、T98G）およびマウス脳腫瘍細胞（RSV-M）を用

いて検討を行った。各腫瘍細胞にレモングラス精油を直接添加し培養したところ、いずれの細胞株

においても増殖抑制効果が認められた。さらに、レモングラス精油と腫瘍細胞とを物理的に隔てた

条件下（直接接触させず、揮散成分のみ暴露させる条件）でも同様の増殖抑制が観察された。この

ことから、レモングラス精油から揮散した成分が近傍の腫瘍細胞に作用している可能性が示唆され

た。レモングラス精油の抗腫瘍活性成分を分画し、ガスクロマトグラフィーにより解析した結果、

抗腫瘍因子の一つとしてシトラールを同定した。シトラールの作用機序をさらに解析したところ、

シトラールは MARK4 と強く結合し、その酵素活性を阻害すること、加えてタウ蛋白のリン酸化を

減少させることが明らかとなった。MARK4 は膠芽腫で高発現し、腫瘍細胞の増殖に関与すること

が報告されている。以上より、悪性神経膠腫において、シトラールが MARK4 を介して腫瘍細胞増

殖を抑制する分子機構が示唆された。 

シトラールはレモングラス精油に高濃度に含まれる揮発性モノテルペンであり、揮散（蒸散）に

よって周囲に拡散した成分が抗腫瘍効果を発揮し得る可能性がある。すなわち、レモングラス精油

に含まれるシトラールは抗腫瘍作用を示し、“香り（アロマ）”を用いた新しい膠芽腫治療への応用

が期待される。 

 

[研究業績] 

■原著 

（英文） 

1.Tamai S, Ichinose T, Jiapaer S, Hirai N, Sabit H, Tanaka S, Kinoshita M, Kobayashi M, 

Hirao A, Nakada M：  Therapeutic potential of pentamidine for glioma-initiating cells and 
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glioma cells through multimodal antitumor effects.  Cancer Science  114 (7) ：2920 -2930 , 

2023. 

2.Dini Kurnia Ikliptikawati, Nozomi Hirai, Kei Makiyama, Hemragul Sabit, Masashi 

Kinoshita, Koki Matsumoto, Keesiang Lim, Makiko Meguro-Horike, Shin-Ichi Horike, 

Masaharu Hazawa, Mitsutoshi Nakada, Richard W Wong：  Nuclear transport surveillance of 

p53 by nuclear pores in glioblastoma.  Cell Reports  42 (8) ：112882 , 2023 

 

 

 

10．医学研究科先端医科学研究センター 実験動物センター 

 
第１章 総則 

 

第１条 この規程は、東邦大学動物実験取扱規程に則った東邦大学医学部先端医科学研究センター

実験動物センター（以下センターと略す）の円滑な利用と運営を図ることを目的としてい

る。 

２  センターは共同利用施設であることを認識し、この規程に従い利用しなければならない。 

 

第２条 管理運営は、次の原則に則る。 

１． 対象動物は、ＳＰＦのマウス、ラット、モルモット、ウサギとする。但し、これら以外の

動物種等の搬入申請については、申請毎に収容施設などを考慮し、実験動物センター管理

運営委員会で決定する。 

２． 手術・実験室および処置室は共同実験室である。 

３． センター内の動線を遵守する。 

４． 健康状態に異常のある者の入室は禁止する。 

５． 動物の取り扱いは動物愛護の倫理に基づいて行なう。 

６． 利用者は平等である。 

７． 本規程を遵守しないセンター利用者で、警告により改善を認めない場合にはセンター利用

禁止とする。なお、利用禁止期間は管理運営委員会で討議して決める。 

 

第２章 施 設 の 概 要 

 

１．建 物  鉄骨鉄筋コンクリート 

 

医学部２号館３階，床面積 １,５２０ｍ2 

 

一般区域 

飼育室 １１室 物品庫 １室 更衣室 １室 

特殊実験室 １室 飼料庫 １室 受付 １室 

処置室 ２室 実験機器保管庫 １室 床敷準備室 １室 

手術・実験室 １室 洗浄・滅菌室 １室 運搬台車置き場 １室 

ケージ準備室 １室 洗濯・乾燥室 １室 技術員室 １室 
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ＢＳ区域 

ＢＳ室 １０室 前室 １室 更衣室 １室 

滅菌物準備室 １室 滅菌室 １室  

  

感染実験区域 

感染実験室 ５室 前室 １室 更衣室 ２室 

滅菌物準備室 １室     

 

実験室 

実験室 １室  

 

センター外区域 

センター外飼育室 １室 中型実験動物実験室 １室 

廃水処理室 １室   

 

 

２．設 備  

 

 

1） 給 水 設 備 

 

公共用水道より分岐し、上水用高架水槽に揚水し、重力式でセンターに供給。 

 

2） 照 明 設 備 

 

朝８時点灯、夜８時消灯の１２時間明暗自動式。 

 

３．センター内動線 

 

センター内の各部屋へ入る順番を遵守すること。 

 

入室順 

①BS 区域の部屋 

②繁殖室 

③一般区域の部屋、処置室、手術･実験室、実験室 

④感染実験区域の部屋 

 

 

３．空 調 設 備 

 

系統 室     名  室温・湿度 給気濾過器 排気濾過器 
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条件 

ＢＳ 
ＢＳ区域前室・更衣室， 

ＢＳ室，滅菌物準備室，滅菌室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

ＩＥ 
感染実験区域前室・更衣室， 

感染実験室，滅菌準備室 

オール   

フレッシュ 

23±4℃ 

55±15％ 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ１ 
第 4、5、6、7飼育室，15飼育室， 

第 1、2処置室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ２ 
第 1、2、3、8、9、10、11飼育室，

特殊実験室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

ＳＡ 

受付，洗浄・滅菌室，技術員室，

ケージ準備室，飼料庫，飼育室関

連廊下，物品庫，床敷準備室，洗

濯・乾燥室，更衣室，実験機器保

管庫，実験室 

オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

な し 

ＯＲ 手術・実験室 
オール   

フレッシュ 

23±2℃ 

55±5％ 

中性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

高性能 

フィルター 

活性炭 

フィルター 

Ａ３ センター外持ち出し動物飼育室 

ルーム 

エアコン 

循環式 

独立 

一般空調 
な し な し 

 

 

 

系統： 設計上の系統別を分類する便宜上の名で、系統ごとに独立した空調である。 

 ＢＳ：barrier system ； Ａ：animal ； ＳＡ：supporting area ；  

 ＯＲ：operating room ； ＩＥ：Infection experiment 

 

第３章 管理運営の基本 

 

第１条 センター管理責任者、管理主任、および学内から選任した管理運営委員会委員約 8名から

なる実験動物センター管理運営委員会がセンターの運営を行う。   

 

１． センターの管理運営上の組織は下図のとおりである。  

 

施設管理のフローチャート  

 

医 学 部 長 

 

 

総 研 委 員 長 
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管理運営委員会（センター管理責任者・管理主任・委員） 

 

 

飼      環        手     研 

育      境        術     究 

部      整        ・     部 

           門      備        実     門 

                  部        験 

                  門        室 

                           管 

                           理 

                           部 

         門 

 

 

 

２． 管 理 方 法  

 

1）管理運営委員会は、管理運営委員約 8 名と管理責者、管理主任で構成され、必要によ

り実験動物の専門家のアドバイスを参考に審議・検討する。 

2）管理責任者は、実験動物センターの最高責任者である。 

3）管理主任はセンター全般の管理に関しての責任者であり、管理責任者の業務を全面的

に補助する。 

4）技術員は各々の担当業務を、責任をもって遂行する。 

 

３． 飼 育 管 理  

 

1）一般区域の飼育管理はセンターが行う。 

2）実験上特殊飼育（絶食・絶水を含む）が必要な場合は、実験者が飼育管理する。ＢＳ

区域，感染実験区域，自己管理飼育繁殖室，特殊実験室およびセンター外持ち出し動

物飼育室は利用者が飼育管理する。 

 

４. 申 請 書 類 

 

センター規定用紙は、Ｆ１～Ｆ４、Ｆ６からなる。 

 

５. センター利用者の要望・意見 

 

利用者の要望ならびに意見は、管理運営委員会に書面にて提出（センター内設置要望・意

見用紙箱への提出も可）すること。提出された件は管理運営委員会で審議・検討し、回答

する。 

 

 

第４章 センターの利用方法 

 

第１条 利 用 対 象 者  

 

動物実験委員会から承認された「動物実験計画書」に記名されている者（実験従事者）と

し、「動物実験指針講習会」の受講を必須とする。  
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第２条 実験動物センター利用手順と入退室用ＩＣカード  

 

1) センターを利用しようとする者は、動物実験委員会より実験計画の承認を得る。 

2) 総合研究部ホームページまたはセンターホームページより「実験動物センター利用申

請書」をダウンロードし、必要事項を記入してセンターへ提出する。 

新たな実験従事者を入室させるためには、事前に動物実験委員会に追加申請した後、

上記申請書をセンターへ提出する。 

3) 職員証（ＩＣカード）により、入退室すること。 

職員証（ＩＣカード）を所持していない方は、取得について学事支援課に問い合わせ

る。 

 

 

第３条 利 用 時 間 

 

１． 利用時間の制限は設けない。 

２． 動物注文や種々の依頼手続および問い合わせ等は、原則として平日 9:00 AM ～ 5:00 PM

とする（受付：内線 2437）。 

３． 事故、緊急連絡事項は、技術員在駐時間であれば受付（内線 2437）へ、その他の時間は、

守衛室（内線 2110）へ連絡する。 

 

技術員在駐時間 

平   日      ８ ： ４０A.M ～ ５ ： １０P.M 

土 曜 日       ８ ： ４０A.M ～ １ ： ４０P.M 

休   日      ８ ： ４０A.M ～ １ ： ４０P.M 

 

 

第４条 センター入退室の方法  

 

１． 入退は、カード管理自動ドアのみである。 

２． カード管理自動ドアは、利用者所有の職員証（ＩＣカード）で開閉できる。 

３． 利用者は技術員の指示、センター内の表示等に従う。 

４． 利用対象外者(未登録者)を入退室させる場合、カード所有者と共に入退室し、入退室時に

カード所有者および未登録者は、利用対象外入室者記録簿に必要事項を記入すること。 

利用対象外者（未登録者）を入退室させる場合、カード所有者が全ての責任を追うものとする。 

なお、利用対象外者（未登録者）の入室理由とは、施設見学または搬入業者の運搬等であり、

実験補助は対象外である。 

 

入室手順 

1) 職員証（ＩＣカード）によるドアの開閉。 

2) 白衣などを脱ぎ、センター入口の所定の場所に掛ける。 

3) 入口に備え付けのサンダルに履きかえる（ステップの上では履かない）。 

4) 更衣室前で消毒薬にて手指消毒（ラビング法）を行う。 

5) 更衣室で青衣着用する。 

6) 使い捨てマスクを装着する。 

7) 各利用区域に移動し入室する（但し、入室方法は各区域の項に準ずる）。 

退室手順 

1) 青衣を所定の場所に掛ける。 

2) ゴミ箱に使い捨てマスクと手袋を捨てる。  

3) 更衣室前で消毒薬にて手指消毒（ラビング法）を行う。 

4) サンダルを脱ぎ、回収ボックスに入れる（ステップの上で脱がない）。 

5) 白衣などを着る。 

6) 職員証（ＩＣカード）によるドアの開閉。 
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第５条 実験用ロッカー (大・小) 利用方法 

 

実験用ロッカーは、利用者の持参した実験用品を一時保管するためのものである。 

1) 実験用ロッカーの使用希望者は、（Ｆ４）を提出する。 

2) 貸出期間は年度内とする。 

3) センターより貸し出した鍵により開閉できる（鍵の紛失は、利用者負担とする）。 

4) 自己管理とする。 

 

 

第６条 運搬台車利用方法 

 

共用利用物のため、利用方法を厳守すること。利用方法が厳守されない場合、撤去するこ

ともあるので利用者各人が責任を持って使用する。 

1) 運搬専用（動物・物品等）である。 

2) 他の利用者のため、使用後は所定の場所に返却する。 

3) 清潔な状態で返却する。 

4) 台車の上で処置等は行わない。 

5) 感染防止のため、飼育室への搬入は行わない。 

 

 

第７条 動物の持ち出し方法 

 

１． センター内で飼育している動物は、処置等のためセンター外に持ち出すことができる。 

２． センター外へ持ち出した動物は、センターへの再度の持ち込みは禁止であるが、継続飼育

を希望する場合、センター外持ち出し動物飼育室を利用できる（「第９章 センター外持ち

出し動物飼育室の利用」を参照）。 

３． センター外に持ち出した動物は利用者の責任の下、逃亡防止に努める。 

 

一般区域からの持ち出し方法 

1) 各飼育室でセンター常設の移動ケージまたは蓋付バケツに動物を入れ（但し、移動ケ

ージは移動用密閉容器に入れる）、センター外に持ち出し、各講座・研究室または研

究分野まで運搬する。 

2) 移動後は当日返却とし、返却時はセンター入口でアルコール噴霧消毒後、所定の場所

に返却する。 

 

BS 区域からの持ち出し方法 

1) 滅菌済みケージを使用する（ケージが必要な場合は依頼（Ｆ３）できる）。 

2) 各飼育室でケージに動物を入れ、（但し、ケージは移動用密閉容器に入れる）、センタ

ー外に持ち出し、各講座・研究室または研究分野まで運搬する。 

3) 移動後は当日返却とし、返却時はセンター入口でアルコール噴霧消毒後、所定の場所

に返却する。 

 

第８条 飼料庫の利用 

 

１． 飼料庫にはセンター所有の飼料が保管してあり、一般区域飼育室（センター管理）にて使

用している。 

２． センター所有の飼料を利用者が使用することができる。 

その際は、必ず事前にセンターまで連絡をする。 

３． 飼料庫にはセンター所有の飼料以外にも特殊飼料をセンターの許可を得て自主保管する

ことができる。 
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飼料の持ち出し方法 

1) 事前にセンターに連絡し、説明を受ける。 

2) 飼料を持ち出す際は、飼料庫に備え付けの「利用者飼料持ち出し記録」に必要事項を

記入する。 

3) 飼料を持ち出す際は、搬入日の記載を確認し、古い日付から持ち出す。 

 

特殊飼料の保管 

1) 飼料の保管は自主保管であるが、管理方法に不備がある場合、管理運営委員会より改

善の注意をし、さらに利用中止もある。 

2) センターに保管スペースの確認をする。 

3) 飼料搬入は利用者が行い、搬入の際は必ずアルコール噴霧消毒を行い飼料庫に搬入す

る。 

搬入後、飼料に所属と搬入日の記入を行う。 

4) 飼料の保管期間は搬入日より最長６か月とする。但し、使用期限が短いものはその期

限とする。 

5) 開封後の飼料は速やかに使用する。 

6) 保管期間を超えた飼料は処分する。 

7) 実験終了後の飼料は利用者が速やかに処分す 

 

第５章 一般区域の利用 

 

第 1 条 一般区域の概要 
 

１． 一般区域は、飼育室（№１～№10、№15）、処置室（第１、第２）、第１手術室など共有施

設からなる。 

 

２． 飼育室の№１、№２は、飼育室以外に前室がある。 
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第２条 一般区域の利用方法 

 

１． センター内に持ち込む物品等は、入口でアルコール噴霧消毒をする。 

２． 各部屋入口に設置したアルコールでサンダル裏を噴霧消毒し、入室する。 

３． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

４． ドアは開放厳禁（前室がある飼育室は、2 枚のドアを同時に開けてはならない）。 

５． 利用者による紛失・破損等は、原則として利用者負担とする。 

６． 使用動物数の告知の義務として、フリーザーに備え付けの記録用紙に必要事項を記入する。 

７． センター備え付けの特殊飼育器具の操作は、技術員に限定する。 

８． センター内で発生した廃棄物は、全て分別して指定容器に捨てる。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１．入室 

1) 所定の位置より滅菌缶を取り、目的とする飼育室へ移動する。 

2) 無塵衣・帽子を取り出し装着する。 

3) 青衣を滅菌缶の中に入れる（滅菌缶は廊下に置く）。 

4) サンダルの裏をアルコールで噴霧消毒し入室する。 

5) 備え付けの使い捨てのゴム手袋を装着する。 

6) 作業を開始する。 

 

２．退室 

1) 作業終了後、廊下に出る。 

2) 滅菌缶から青衣を出し、無塵衣から着替える。 

3) 脱いだ無塵衣・帽子はきれいにたたみ、滅菌缶の中に入れ、所定の位置に置く。 

4) 処置等で処置室や手術・実験室を使用する場合は、無塵衣のまま移動してもよい。 

 

 

第４条 動物の取扱方法  

 

１． センター内での動物の処置は、処置室または手術・実験室のみとする。 

２． 遺伝子改変動物については、移動用密閉容器に入れて運搬する。 

３． BS 区域に移動する場合は、BS 区域利用規程「BS 区域ＳＰＦ・特殊実験 第７条 動物

搬入・搬出」参照。 

 

 

第５条 飼育および実験器具等の取扱方法 

  

１． 一般飼育外で必要な備品の利用においては、予めセンターに申し込む（Ｆ４）。 

２． センター外に飼育・実験器具等を持ち出す場合は、許可願を提出し（Ｆ１）、管理責任者

の許可を得る。実験終了後は、借用前の状態に復して速やかに返却する。 

３． 飼育室への飼育器具、器材の持ち込みは原則禁止する。 

４． 実験器具、器材のセンター内への持ち込みは、管理責任者の許可を得る（Ｆ２）。但し、

当日持ち出す場合は除く。 

５． 申請・許可された実験器具・器材の搬入は、センター技術員の在駐時間内とする。 

６． 実験器具・器材の保管場所は実験機器保管庫とする。 

７． 年度初めに使用実験器具等の申請書の提出なく 6 ヶ月以上放置されている場合は、センタ

ーの権限で破棄できる。 

８． 実験に使用するディスポ製品を入れている保管容器に氏名・所属連絡先等の記入が無い場

合、センターの権限で破棄できる。 
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第６条 滅菌依頼の方法  

 

１． 高圧蒸気滅菌を依頼できる。 

２． 滅菌依頼は、滅菌物使用の１週間前までに申し込みをする（Ｆ３）。  

 

 

第７条 処置室、手術・実験室利用方法  

 

１． 処置室は、随時自由に利用することができる。 

 第１処置室：マウス用 

 第２処置室：ラット・モルモット・ウサギ用 

２． 手術・実験室を使用する際は、原則として利用希望日の１週間前までに申し込む（Ｆ４）。

手術・実験室の予約状況は、センターホームページあるいは手術・実験室前の予定表で確

認できる。 

３． 使用願（Ｆ４）の記入事項の変更は、速やかにセンターへ届け出る。 

 

 

第８条 実験動物の購入方法 

 

１． センターの受入れ可能な実験動物 

原則として、マウス、ラット、モルモット、ウサギとする。 

ただし、入手元から微生物検査結果が提出できるものに限る。 

 

２． センター経由の発注 

センターを経由しない動物の搬入は禁止する。 

 

３． 動物購入のフローチャート 

 

実 験 動 物 セ ン タ ー（医学部２号館３階） 

マウス、ラット、モルモット、ウサギ 

↑① ↓②  ↓⑥      ↓⑦ ↓⑧    ↓③ ↑④ ↑⑤ 

講座、研究室 ← 会計課  動物生産業者 

  ⑨ 

 

① 動物購入請求票（Ｆ６）の提出およびケージカードファイルをセンターに送信（ケー

ジカードファイルは、センターホームページからダウンロードすること。） 

ケージカードファイルが送信されない場合、動物購入請求票を受理しない。 

② 動物購入請求票受理 

③ 発注 

④ 搬入・入荷納品書 

⑤ 検収 

⑥ 動物搬入・納入通知 

⑦ 動物飼育経費通知 

⑧ 入荷納品書および動物購入請求票（会計控） 

⑨ 動物代・管理費請求   

    

付：動物購入費で公費以外の場合には納品書・請求書および動物購入請求票（医学部会計

控用）が各講座、研究室または研究分野に返送する。科研費の場合は発注報告書の提

出が必要であり、見積書・納品書・請求書および動物購入請求表（医学部会計控用）

が各講座、研究室または研究分野に返送する。 
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第９条 センター繁殖・飼育受託 

 

１． 対象動物 

通常市販していない、あるいは入手困難な遺伝子改変または自然突然変異マウスとする。 

 

２． 繁殖 

センター技術員が行う。 

 

３． 飼育 

センター技術員が行う。 

 

４． マウス移動方法 

 

BS 室より移動の場合は、微生物検査の添付が必要で、その手順を下記する。 

 

1) 移動希望日の３日前までに、依頼メールをセンター送信する。 

2) ケージカードを作成し、依頼メールに添付する。 

3) センターより移動依頼受理の返信メールをする。 

4) 移動日当日は、BS 室飼育室にて滅菌済みの箱に梱包する。 

5) 台車を使用し、移動先飼育室の前に箱を置いておく。 

6) 飼育室への搬入は、センターが行う。 

 

離乳時の第 8飼育室への移動手順 

 

1) 移動日の 3日前までに、センターより必要な情報をメールにて連絡する。 

2) 必要事項を記入し、ケージカードを作成する。 

3) 移動日までに添付ファイルとしてセンターへ送信する。 

4) 移動日（離乳）に、センターで動物の移動を行う。 

 

（ケージカードを作成するためのファイルは、センターホームページからダウンロードすること） 

 

付記 

実験動物センター繁殖・飼育受託細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は実験動物センターにおいて受託する動物の繁殖 ・飼育に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

（対象動物） 

第２条 対象動物は通常市販していない、あるいは入手困難な遺伝子改変または自然突然異マウス

とし、SPF 動物として必要な微生物検査証明書があるものとする。 

 

（繁殖方法等） 

第３条 動物の繁殖において受託する動物は委託者が入手し、センター管理責任者（以下管理責任

者という）に繁殖等申込書を提出しなければならない。 

２ 繁殖は 1 ペアを 1 組とし、1 組の使用ケージは 2 ケージと算出する。 

３ １講座（研究室または分野）が委託できるペアの数は原則最大 15 とし、利用講座等の増

加により減少する。 

４ 飼育はセンターが定めた固形飼料と自動給水で行う。 

５ 繁殖室にセンター技術員以外の立入りを禁止する。但し、センターの許可を得た者はその

限りではない。 

６ 繁殖室で予期しない出来事を生じた場合、管理責任者の判断に委託者は同意すること。 
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７ 委託者は系統淘汰を生じないように、系統を維持しておくこと。 

 

（飼育方法等） 

第４条 動物の飼育において受託する動物はセンター内で繁殖した動物で、管理責任者に飼育等申

込書を提出しなければならない。 

２ １講座等が委託できるケージの数は原則最大 50 ケージ（1 ケージ７匹まで収容可能）とし、

利用講座等の増加により減少する。 

３ 飼育はセンターが定めた固形飼料と自動給水で行う。 

４ 飼育室での動物の飼育はセンター技術員が行い、委託者は飼育中の動物を実験のために処

置室へ移動した場合、実験後は飼育室の元の場所へ委託者が戻す。但し、センター外や BS

区域に移した場合、マウスは再び飼育室へ戻せない。 

５ 繁殖室で予期しない出来事を生じた場合、管理責任者の判断に委託者は同意すること。 

 

（料金の納付） 

第５条 別表に規定する出産・飼育経費を徴収する。なお、飼育経費は各月の 1日当りの平均使用

状況から月額を算出し、委託者から徴収する。また、１か月以内であっても、月額を徴収

する。 

２ 出産経費は、出産翌月に徴収する。 

３ 既納の料金は返納しない。 

 

第１０条 動物購入・飼育代および飼料代などの徴収方法 

 

１． 動物購入費はセンター動物購入請求票により請求される。 

２． センター管理運営委員会の定めた基準により、毎月動物の飼育経費（別表参照）を当該各

講座等の研究費より徴収する。 

３． センター技術員は動物種別にケージ数を記録し、これを基に飼育経費を算出して毎月会計

課に報告し、徴収する。 

４． 徴収は月毎にセンターより送られる請求明細書に了承後行われる。 

 

 

第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 動物の死体処理方法  

 

(1) センター内で実験した動物の死体は、大型死体廃棄用フリーザー（手術室前に常設）

に入れ、センター外に持ち出し実験した動物の死体は、小型死体廃棄用フリーザー（入

口に常設）に入れる。 

(2) 死体は、体液等が漏れないようにビニール袋などに入れる。 

(3) フリーザー内へ安置後、備え付けの用紙に年月日、講座・研究室など所属、氏名、動

物種、数、動物の飼育場所を記入する。 

(4) 飼育中の動物が死亡した場合は、センターより利用者に連絡する。利用者は直ちに、

その動物を処理しなければならない。利用者が直ちに処理できない場合は、センター

は２日間死体を冷凍保存するが、死亡日を含めて３日以上は処分の対象とする。 

  

 

第１２条 申請実験期間外動物の取扱い 

 

管理運営委員会より実験責任者に期限切れを連絡し、動物の殺処分を求める。 
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第６章 BS 区域の利用 

 

第 1 条 BS 区域の概要 

 

１． BS 区域は、前室、更衣室、滅菌物準備室、BS 室（№1～10）、滅菌室、清浄廊下、汚染

廊下より構成される。 

 

２． BS 室は、飼育室および後室よりなる。 

 

３． BS 区域の気流は、清浄廊下から汚染廊下へ一方向に構築されている。 

 

４． 感染実験区域に入室した者は、当日の BS 区域への入室を禁止する。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 
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第２条 BS 室利用方法 

 

 BS 室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 利用可能な BS 室の存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２．利用方法 

 

1) SPF・特殊実験（感染実験を除く）に利用できる。 

2) 使用開始時、BS 室は SPF・特殊実験に対応できるよう微生物学的に管理されている。 

3) 使用開始以後は自主管理である。 

 

３． 利用終了時  

 

1) BS 室の明け渡し予定日をセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) センターより、後片付けと清掃状態の点検・確認をうけること。指摘を受けた場合は、

2）を繰り返し、再度確認を受けること。 

 

 

付記 

 

BS 利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． BS 室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委

員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 各 BS 室は、１室を１つのブロックとする。 

３． BS 室から清浄廊下にはもどらない。 

４． 汚染廊下からの入室や動物および物品等の持ち込みを禁止する。 

５． BS 室間の利用者の移動は禁止する。 

６． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

７． BS 区域のドアは開放厳禁とし、２枚のドアは同時に開けない。 

８． BS 室は常に清潔にし、環境保持に努める。 

９． BS 室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

１０． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は、BS 区域更衣室を通るルートで搬入する。 

2) 開封後の飼料は、備え付け容器に入れ長期間放置しない。 

 

２． 飲水 

1) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

2) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、滅菌室に利用者が用意すればセンターで滅菌する（滅

菌日：金曜日）。 
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３． 床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、滅菌物準備室にある。 

4) 交換後の床敷は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) BS 室内は常に清潔に保ち、必要に応じて実験機器や室内の消毒を行う。 

 

５． その他 

1) 滅菌済みの器材・物品等は、滅菌物準備室から利用者が BS 室に持ち込む。 

2) 運搬用台車はＢＳ室に持ち込まない。使用後は、所定の位置に返却する。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) BS 区域前室に入り、ドアを閉める。 

2) サンダルを脱ぎ、下足箱に収納する（収納したサンダルは退出時に滅菌室側からとる

ことができる）。 

3) 手指の消毒をする。 

4) 素足または靴下のまま更衣室に入り、ドアを閉める。 

5) 着替え 

a. 滅菌缶から無塵衣・帽子を装着する。 

b. 青衣を滅菌缶の中に入れる。 

c. 使い捨てのゴム手袋・白長靴を装着する。 

6) 白長靴の外表面、裏底、滅菌缶をアルコールで噴霧消毒する。 

7) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

8) 滅菌缶を持ち、清浄廊下に出てドアを閉める。 

9) 目的の BS 室に入り、作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 作業終了後、滅菌缶を持ち汚染廊下に出る。 

2) 汚染廊下を通り、滅菌室に入る。 

3) 着替え 

a. 白長靴をサンダルに履き替える。 

b. 滅菌缶から青衣を出し、無塵衣から着替える。 

c. 脱いだ無塵衣・帽子はきれいにたたんで滅菌缶の中に入れる（汚れた無塵衣は、必

ず洗濯に出すこと）。 

4) 滅菌缶と白長靴をラックの所定の位置に置く。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１． BS 区域への搬入物はすべて滅菌または消毒して搬入する。消毒して搬入する場合は、BS

区域更衣室を通るルートで搬入する。 

２． BS 室間の飼育実験器具・器材の直接移動は禁止する。ただし、BS 室間移動の必要性が生

じた場合は、滅菌または消毒後新たに正規のルートで入室・搬入をする。 

３． 滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。 
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第５条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１． BS 室からの搬出は、BS 室後室から汚染廊下を通り搬出する。 

２． 使用済みの飼育器材（センター所有）は、滅菌室の所定の場所に置く。 

第６条 動物購入 

 

１． BS 区域の受入れ可能な動物は、原則として SPＦのマウス、ラットとする。これ以外の動

物種については、管理責任者が利用者と相談の上判断する。 

２． 購入は、搬入希望日の１週間前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３． 利用者自身が注文できるが、その場合には微生物検査成績をセンターへ提出する。 

 

 

第７条 動物搬入・搬出 

 

１． 搬入・搬出は利用者が行うこととする。 

２． 他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３． 一般飼育室から動物を搬入する場合は、微生物検査表が必要となる。 

４． 移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

 

• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、BS 区域前室に入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法を参

照）。 

5) 更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

6) 清浄廊下を通り、目的の BS 室に搬入する。 

 

• 一般飼育室からの動物搬入 

滅菌装置に入るもの 滅菌装置に入らないもの 

滅菌物準備室 

B S 室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

清 浄 廊 下 

オートクレーブ 

器具・機材・文具等の滅菌、消毒希望 

ＢＳ区域更衣室にてアルコールで噴霧消毒 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒 
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1) 繁殖・飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れ、BS 区域前室に入室する（入室方法は

第３条 利用者の入退方法を参照）。 

2) 更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

3) 清浄廊下を通り、目的の BS 室に搬入する。 

 

• 搬出 

1) BS 室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 汚染廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

3) 飼育･繁殖を目的として搬出する場合には、微生物検査結果の添付が必要である。 

 

 

 
 

 

第８条 微生物検査 

 

１． 年２回の微生物検査を行なう。 

２． 検査日の２ヶ月前にセンターより連絡をする。 

３． 利用者が飼育中の動物を検体として提供する（４週間以上同居飼育した６週齢以上の動物

とする）。 

４． 検体用動物は各 BS 室から各系統別に３匹とする。 

 

 

第９条 BS 区域飼育経費 

 

管理運営委員会の定めたものである。 

 

１． BS 室使用料 

   

 別表を参照 

 

２． 飼育経費 

BS 区域前室 

一般飼育廊下 

BS 区域清浄廊下 BS 室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコ

ールで外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

BS 室更衣室にて、アルコールで外箱を噴霧消毒 

動物搬入フローチャート 

BS 室後室 BS 室 

目的の場所 一般飼育廊下 

BS 区域汚染廊下 

動物搬出フローチャート 
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 床敷代（別表を参照）。  

 

 

第１０条 BS 区域実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般区域「第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．動物の死体処

理方法（4）を除く）。 

 

第 7 章 感染実験区域の利用 

 

第１条 感染実験区域の概要 

 

１． 感染実験区域は、前室、更衣室（入室、退室）、滅菌物準備室、感染実験室、特殊感染実

験室、共同利用実験室、廊下より構成される。 

 

２． 感染実験室（IE）№1～№3、特殊感染実験室（SIE）、共同利用実験室（CR）からなり、

すべて ABSL1・ABSL2 レベルの施設である。 

 

３． 感染実験区域は、常に陰圧に保たれている。 

 

４． 感染実験区域（前室は除く）に入室した利用者は、当日、感染実験区域のみ利用ができる。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 
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第２条 感染実験室利用方法 

 

感染実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 感染実験室区域の利用スペースの有無をセンターへ問い合わせる（使用微生物により

実験室が異なる）。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 管理主任またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 感染実験の項に則り利用できる。 

3) 利用開始以後は自主管理である。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 感染実験室の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) 特殊感染実験室使用の場合、セーフティラックおよび安全キャビネットの清掃、消毒

（アルコールを用いる）を行うこと。 

4) センターより、後片付けと清掃状態の点検・確認をうけること。指摘を受けた場合は、

2）または 3）を繰り返し、再度確認を受けること。 

 

 

第３条 感染実験室の短期利用方法 

 

利用期間を最短 1 ヵ月とすること以外、原則通常の感染実験室利用方法に準ずる。 

 

 

付記 

 

感染実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 感染実験室内の飼育管理は自主管理とする。但し、管理方法に不備がある場合、実験動物

センター管理責任者より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 感染実験室は常に汚染に注意し、環境保持および自己感染防止に努める。 

３． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

４． 感染実験区域のドアは開放厳禁とする。 

５． 感染実験区域からのゴミはすべて滅菌する（利用者が分別する）。 

６． 大型高圧蒸気滅菌装置の操作は、センター技術員に限定する。 

７． 特殊感染実験室では、アイソラックおよび安全キャビネットを使用して実験を行う（通常

管理は利用者が行う）。 

８． アイソラックの機器操作は、センター技術員に限定する。 

９． アイソラック前面扉は開放厳禁とする。 

１０． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

１１． 感染実験区域において病原微生物等を拡散させた場合、またはその疑いがある場合は速や

かにセンターに連絡し、実験責任者の指導の下で対処する。 

１２． 感染区域の消毒として、センター職員が毎月 1回次亜塩素酸ナトリウムを廊下に噴霧する
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（実施日は感染実験区域出入口に表示する）。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料・飲水 

1) 開封後の飼料は、備え付け容器に入れ長期間放置しない。 

2) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、感染実験区域出入口の滅菌物置場に利用者が用意すれ

ばセンターで滅菌する（滅菌日：金曜日）。 

4) 交換時および使用終了後の給水ビンは、オートクレーブ対応袋（二重）に入れ廊下の

滅菌物置場に置く。 

 

２． 床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) 通常ラック飼育動物は、排泄物（糞・尿）、床敷の拡散に注意して通常のケージ交換を

行う。 

3) アイソラック飼育動物は、安全キャビネット内でケージ交換を行う。 

4) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の１週間前までに提出する。 

5) 滅菌済みの床敷は、滅菌物準備室にある。 

6) 交換後の床敷は、滅菌缶に入れ廊下の滅菌物置場に置く。 

 

３． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 汚染物（糞尿・床敷等）が床に落ちた場合、すぐには汚染物を排除せず次亜塩素酸ナ

トリウムにて噴霧消毒を行う。しばらく置いてからペーパーで拭取る。 

3) 作業終了後は、床と処置台を清掃後、次亜塩素酸ナトリウムにて消毒を行う。 

4) 必要に応じてアイソラックおよび安全キャビネットの消毒を行う。 

5) アイソラックでの飼育は、タテの列で使用する。 

 

４． 感染実験区域内移動 

1) 感染実験室№1～3と共同利用実験室間の動物および器具・器材の移動は行える。 

2) 移動の際は汚染に注意する。 

 

５． その他 

1) 滅菌済みの器材・物品等は、滅菌物準備室から利用者が感染実験室に持ち込む。 

2) 運搬用台車は感染実験室に持ち込まない。使用後はアルコール噴霧した後、所定の位

置に返却する。 

 

６． アイソラック・安全キャビネットの消毒方法 

1) 装置内（ラック内・安全キャビネット内）をアルコールにより噴霧消毒する。 

2) 床敷、排泄物、粉塵等を、エタノールを含ませたペーパーで拭取る。ペーパーの汚れ

た面は二度使用せず他の面を使用する。 

3) ゴミの除去が終わったら、アルコールで全面を噴霧消毒する。 

4) 使用後のペーパーは、オートクレーブ用滅菌袋に入れる（排泄物や床敷の飛散に注意

する）。 

 

７． 白長靴の滅菌依頼 

1) 使用中の個人専用白長靴を滅菌依頼できる。但し、滅菌依頼中は白長靴がないため入

室できないことを認識しておく。 

2) 滅菌依頼（Ｆ３）する場合、廊下の滅菌物置場に置く（滅菌日：毎月第１金曜日）。 

3) 滅菌終了後の白長靴は、滅菌物準備室に置いてある（返却日：翌週月曜日）。 
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第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 感染実験区域前室に入り、ドアを閉める。 

2) サンダルを脱ぎ、青衣を所定の場所に掛ける。 

3) 素足または靴下のまま入室更衣室に入り、ドアを閉める。 

4) 着替え 

a. 所定の滅菌缶から無塵衣・帽子・靴下を取出し装着する。 

b. 所定の使い捨てのゴム手袋をつける。 

5) 滅菌缶をアルコールで噴霧消毒する。 

6) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

7) 滅菌缶を持ち、廊下に出てドアを閉める。 

8) 目的の感染実験室に行き、個人専用白長靴を履き入室する（滅菌缶は廊下に置く）。 

9) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 個人専用白長靴を脱ぎ、廊下に出る。 

2) 廊下を通り、退室更衣室に入りドアを閉める。 

3) 着替え 

a． 無塵衣・帽子・靴下を脱ぐ。 

b． 脱いだ無塵衣・帽子・靴下はきれいにたたんで滅菌缶の中に入れる（汚れた無塵衣

は、洗濯用指定の場所へ置くこと）。 

c． マスク、ゴム手袋は所定の医療廃棄物容器に捨てる。 

4) 滅菌缶をラックの所定の位置に置く。 

5) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

6) 感染実験区域前室に出てドアを閉める。 

7) 所定の使い捨てマスクを着用する。 

8) 一般区域廊下に出る。  

 

第４条 微生物および病原微生物搬入 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬入する。 

２． 密封容器は、感染実験室内で開封する。但し、特殊感染実験室使用の場合、密封容器は安

全 キ ャ ビ ネ ッ ト 内 で 開 封 す る 。

 

感染実験室 

廊 下 

センター外で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

感染実験区域入室更衣室にてアルコールで噴霧消毒する 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 

特殊感染実験室 

安全キャビネット 
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第５条 微生物および病原微生物搬出 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬出する。 

２． 各講座・研究室に持ち帰り開封する。 

 

 
第６条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１． 搬入物はすべて滅菌または消毒して搬入する。消毒して搬入する場合は、感染実験区域入

室更衣室を通るルートで搬入する。 

２． 滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。滅菌物は、感染実験区域出入口の滅

菌物置場に置いておく。 

 

 
 

廊 下 

感染実験室内または安全キャビネット内で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

密封容器を次亜塩素酸ナトリウム噴霧消毒する。 

感染実験区域退室更衣室にて密封容器をアルコール噴霧消毒する 

センター外に持ち出す 

高圧蒸気滅菌できるもの 高圧蒸気滅菌できないもの 

滅菌物準備室 

感染実験室，特殊感染実験室，共同利用実験室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

廊 下 

器具・機材・文具等の滅菌、消毒希望 

オートクレーブ 感染実験区域入室更衣室にてアルコール

で噴霧消毒する 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 
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第７条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１． 搬出は原則として滅菌を行う。 

２． 滅菌処理の出来ないものは、実験室で次亜塩素酸ナトリウム消毒を行い、さらに退室更衣

室にてアルコール消毒を行い一晩放置する（放置中のお知らせを添付する）。翌日、前室

まで搬出し、アルコール消毒を行い、さらに一晩放置後（放置中のお知らせを添付する）、

前室より搬出する。 

３． 滅菌終了後の利用者所有の飼育実験器具・器材は、感染実験区域出入口の滅菌済置場にあ

るので、速やかに搬出する。 

 

 

第８条 動物購入 

 

１． 感染実験区域の受入れ可能な動物は、原則として SPＦのマウス、ラットとする。これ以

外の動物種については、管理責任者が利用者と相談の上判断する。 

２． 購入は、搬入希望日の１週間前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３． 利用者自身が注文できるが、その場合には微生物検査成績を実験動物センターへ提出する。 

 

第９条 動物搬入 

 

１． 搬入は利用者が行うこととする。 

２． 他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３． 一般飼育室および BS 室からの動物搬入には専用の滅菌済箱を使用する。 

 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、感染実験区域前室に入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法

を参照）。 

5) 入室更衣室にて箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

6) 廊下を通り、目的の感染実験室に搬入する。 

 

一般飼育室および BS 室からの動物搬入 

1) 繁殖・飼育室または BS にて、動物を専用の滅菌済箱に入れ、感染実験区域前室に

入室する（入室方法は第３条 利用者の入退方法を参照）。 

2) 入室更衣室にて専用移動箱の周りをアルコールで噴霧消毒する。 

3) 廊下を通り、目的の感染実験室に搬入する。 
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第１０条 感染実験区域飼育経費 

 

管理運営委員会の定めたものである。 

 

１． 感染実験室使用料 

   

 別表を参照 

 

２． 飼育経費 

 

 床敷代（別表を参照）。  

 

 

第１１条 感染実験区域実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 死体処理 

利用者は動物の死体処理のすべてを自ら執り行わなければならない。 

 

1) 感染実験室内にて、動物（死体）を袋に入れ密封し、密封容器（地上 1m から落下さ

せても破損せず、滅菌可能な素材）に入れる。 

2) 容器の周りを次亜塩素酸ナトリウムで消毒し、感染実験室外に持ち出す。 

3) 廊下を通り退室更衣室にて再度アルコール消毒する。 

4) 一般区域廊下に出て、動物滅菌処理専用オートクレーブにて滅菌処理をする。すぐに

滅菌処理せず保管する場合は、オートクレーブ処理前動物保管用フリーザーに入れる

（記録用紙に必要事項を記入）。但し、保存期間は 1ヶ月とする。 

5) 死体廃棄用フリーザーに入れる（記録用紙に必要事項を記入）。 

 

感染実験室，特殊感染実験室 

購入・譲渡動物 繁殖・飼育動物 

感染実験区域入室更衣室にて、アルコールで外箱を噴霧消毒 

動物搬入フローチャート 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

感染実験区域前室 

一般飼育廊下 
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第８章 実験室の利用 

 

第１条 実験室の概要 

 

実験室は BSL2 までの微生物、または ABSL1 までの実験動物を使用できる共同利用施設

である。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

 

 
   オートクレーブ    安全キャビネット 

 

        

 

更衣室 
実験機器 

保管庫 

 

 

 

 

    

 

第 1 手術 

実験室 
特殊実験室 

 

感染実験区域 

感染実験室 

動物（死体）搬出フローチャート 

感染実験区域退室更衣室 オートクレーブ処理前動物保管用フリーザー 

オートクレーブ処理 

死体廃棄用フリーザー 保管の場合 

  

  

実 験 室 
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第２条 実験室の利用方法 

 

実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 実験室の利用状況をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 管理主任またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 実験室の項に則り使用できる。 

3) 使用開始以後は自主管理であるが、共同利用施設であることに留意する。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 実験室の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、清掃、消毒（次亜塩素酸ナトリウムを用いる）を行うこと。 

3) 安全キャビネットの清掃、消毒（アルコールを用いる）を行うこと。 

4) センターより、後片付けと清掃状態の不適の注意を受けた場合、速やかに 2),3)を実施

する。 

 

付記 

 

実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 実験室内の管理は自主管理とする。但し、管理方法に不備がある場合、実験動物センター

管理責任者より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 実験室は常に汚染に注意し、環境保持および自己感染防止に努める。 

３． ネズミ返しは常時設置とする。 

４． 実験室のドアは開放厳禁とする。 

５． 実験室からのゴミはすべて滅菌する（利用者が分別する）。 

６． BSL2 の病原性微生物を使用する場合は、安全キャビネットを使用して実験を行う（通常

管理は利用者が行う）。 

７． 利用者による破損等は、原則として利用者負担とする。 

８． 実験室において病原微生物等を拡散させた場合、またはその疑いがある場合は速やかにセ

ンターに連絡し、実験責任者の指導の下で対処する。 

９． 年２回の微生物モニタリング検査の実施中は検査優先とする（実施日は実験室出入口に表

示する）。 

１０． 実験室の消毒として、センター職員が 1 回/月次亜塩素酸ナトリウムを床に噴霧する（実

施日は実験室出入口に表示する）。 

 

 

第２条 微生物管理 

 

１． 微生物の保管 

実験室内に持ち込んだ微生物は利用者の責任の下、管理保管し、拡散防止に努める。 

 

２． 器具・器材の保管 
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実験に使用する器具・器材は利用者が準備し、実験室専用とする。 

 

３． インキュベーターの使用方法 

常時２台設置してある。設定温度を１台は３５℃に、もう１台は２５℃に設定してあるの

で、利用者が選択して使用する。なお、設定温度の変更を希望する場合は、必ずセンター

まで申し出ること。 

 

４． 安全キャビネットの使用方法 

通常オート機能で使用する。 

1) ガラス扉を開けると、殺菌灯が消灯し運転が開始する。但し、開けすぎると警報が鳴

るので注意する。 

2) ガスバーナーを使用する場合は、ガスの元栓を２ヶ所開けフットスイッチを踏むと着

火する。 

3) 使用後は次回利用者のため、清掃と消毒（消毒用アルコール）を行う。ガラス扉を閉

め殺菌灯が点灯したことを確認する。 

 

５． 小型オートクレーブの使用方法 

1) 釜内部と外部タンクの水量を確認する（空焚きに注意）。 

2) 電源を入れモードを設定する。 

3) 滅菌物を入れ、上部扉を閉める（ハンドルの締め付け過ぎに注意）。 

4) スタートボタンを押す。 

5) 滅菌終了ブザーが鳴り終えたら、内筒圧が０であることを確認後、上部扉を開ける（や

けどに注意）。 

6) 滅菌物を取り出し、電源を切る。 

 

６． その他 

実験室には冷蔵庫、遠心分離機、振淘培養器が設置されている。 

1) 遠心分離機と振淘培養器は希望すれば使用できる。 

2) 冷蔵庫は培地保存用として使用できるが、使用場所を限定する（使用の際は、必ずセ

ンターに申し出る）。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 所定の場所より滅菌缶を取り、移動をする。 

2) 滅菌缶から無塵衣・帽子を取り出し装着する。 

3) 青衣を滅菌缶の中に入れる（滅菌缶は廊下に置く）。 

4) サンダルの裏を噴霧消毒（消毒用アルコール）する。 

5) 実験室に入り、ドアを閉める。 

6) 照明を点ける。 

7) 備え付けの手袋を装着する。 

8) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

2) 照明を消す。 

3) 実験室から出る際、サンダルの裏を噴霧消毒（消毒用アルコール）する。 

4) 実験室のドアを閉めて一般区域廊下に出る。 

 

 

第４条 微生物および病原微生物搬入 
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１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬入する。 

２． 密封容器は、実験室内で開封する。但し、BSL2 の病原微生物を使用の場合、密封容器は

安全キャビネット内で開封する。 

 

 
 

 

第５条 微生物および病原微生物搬出 

 

１． 密封容器（地上 1m から落下させても破損せず、滅菌可能な素材）に入れ搬出する。 

２． 各講座・研究室に持ち帰り開封する。 

 

 
 

 

第６条 実験器具・器材搬入 

 

１． 搬入物はすべて消毒して搬入する。 

２． 滅菌を希望する場合、実験室内設置の小型オートクレーブを使用する。但し、小型オート

クレーブに入らない場合、センターに依頼（Ｆ３）できる。 

 

実験室 

廊 下 

センター外で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 

BSL2 の病原微生物 

安全キャビネット 

一般区域廊下 

実験室内または安全キャビネット内で微生物・病原微生物を密封容器に入れる 

密封容器を次亜塩素酸ナトリウム噴霧消毒する。 

センター外に持ち出す 
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第７条 実験器具・器材搬出 

 

１． 搬出の際は、原則として滅菌を行う。滅菌作業は利用者が実験室備え付けの小型オートク

レーブにて行う（「第２条 微生物管理 ５．小型オートクレーブの使用方法」参照）。 

２． 滅菌処理の出来ないものは、実験室でアルコール消毒を行い一晩放置する（放置中のお知

らせを添付する）。翌日、再度アルコール消毒を行い搬出する。 

圧蒸気滅菌を希望する場合 

ートクレーブ 

験 室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

区域廊下 

材・文具等の滅菌・消毒 

小型オートクレーブ 小型オートクレーブに入らない場合 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する 
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第９章 センター外持ち出し動物飼育室の利用 

 
第１条 センター外持ち出し動物飼育室の概要 

 

センター外持ち出し動物飼育室は、センター外に持出したマウス、ラット、モルモットな

どを継続的に飼育する部屋である。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

 

１
号
館
連
絡
通
路 

センター外 

持ち出し動物

飼育室 

 

トイレ 

 

トイレ 

 

研究基盤センター 

  ↓ 

 

 

第２条 飼育室利用方法 

 

１． 申請 

 

1) 利用可能なスペースの存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）を提出する。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２． 利用方法 

 

1) センター外に持ち出した動物の継続飼育のため利用できる。 

2) 入退室は入口扉専用の鍵により行う。（鍵の紛失は利用者負担とする）。 

3) 飼育管理は、自主管理とする。 

 

付記 

 

飼育室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 飼育室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委

員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

３． 飼育室は常に清潔にし、環境保持に努める。 

４． 飼育室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

５． 入口扉は使用時以外施錠しておく。 

６． 利用者による破損等は、利用者の負担により修理する。 

 

実
験
動
物
セ
ン
タ
ー 
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第２条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は、常備してあるバケツから給餌する。 

2) バケツへの飼料の補充は、センターで行う。 

 

２． 飲水 

1）飲水は利用者が用意する。 

2）飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3）滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、飼育室内の所定の場所に利用者が用意すればセンター

で滅菌する（滅菌日：金曜日）。 

 

３． 床敷 

1）床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2）ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3）滅菌済みの床敷は、一般区域滅菌物準備室に置いてある。 

4）使用後の床敷は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内の匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 飼育室内は常に清潔に保つ。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) センター内にある飼育室専用の鍵で入室をする。 

2) 専用サンダルに履き替える。 

3) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

4) 作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 

2) 専用サンダルを所定の場所に戻す。 

3) 作業終了の確認をし、退室する。 

4) 必ず施錠後、速やかにセンターへ鍵を返却する。 

 

 

 

第４条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般区域「第１１条 実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．動物の死体処

理方法（4）を除く）。 

 
第 10 章 飼育繁殖室の利用 

 

第 1 条 飼育繁殖室の概要 

 

(ア) 飼育繁殖室は、利用者が管理を行う飼育繁殖および実験が行える部屋である。 

(イ) 飼育繁殖室は、第１～第４の４部屋で構成され、１講座・研究室利用のマウス用飼育室で

ある。 
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※ 実験動物センター技術員は、飼育室の環境基準整備のため、実験に影響を与えない限りにおい

て随時飼育室の点検を行なうことができる。もし何らかの問題や支障が見いだされた場合に管

理運営委員会または管理責任者に報告し、利用者はその判断と指示に従う。 

 

 

 

第２条 飼育繁殖室の利用方法 

 

 飼育繁殖室を利用するには、次の手続きをとらなければならない。 

 

１．利用申請 

 

1) 利用が可能かどうかをセンターに問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者より利用許可を得る。 

 

２．利用方法 

 

1) 飼育繁殖室はマウスまたはラット用とする。 

2) 共同利用施設であることに留意して、自主管理する。 

 

３．使用終了時 

 

1) 明け渡し予定日をセンターへ連絡する。 

2) 利用場所の片付け、清掃、消毒を行う。 

3) センター技術員による、後片付けと清掃状態の点検・確認をうける。指摘を受けた場 

合には、指摘された点に留意して 2）を繰り返し、再度確認を受ける。 

技術員室 

 

 第８ 

飼育室 

(マウス) 

 

第１ 

飼育繁殖室 

第６ 

飼育室 

(ウサギ・モルモッ

ト) 

    

  

 

    

前室 前室 

第
３
飼
育
室(
ラ
ッ
ト) 

第
２
飼
育
繁
殖
室 

第
３
飼
育
繁
殖
室 

第
４
飼
育
繁
殖
室 

 
 

第
１
処
置
室(

マ
ウ
ス) 

第
２
処
置
室(

マ
ウ
ス
以
外) 

 

第
１
飼
育
室(

マ
ウ
ス) 

第
２
飼
育
室(

マ
ウ
ス
繁
殖) 
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付記 

 

飼育繁殖室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１．管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運営委員会より改善の

注意をし、さらに利用中止もあり得る。 

２．利用者申請者以外の入室を禁止する。 

３．入室時にサンダル裏を噴霧消毒（アルコール）する。 

４．ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

５．ドアは開放厳禁とする。 

６．室内は常に清潔にし、環境保持に努める。 

７．ゴミは利用者が分別して廃棄する。 

８．利用者による破損等は、原則として利用者の負担により修理する。 

 

 

第２条 動物飼育管理 

 

１．飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、搬入する。 

2) 開封後の飼料は備え付け容器に入れ、長期間放置しない。 

 

２．飲水 

1) 飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

2) 滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、所定の場所に利用者が用意すればセンターで滅菌する 

（滅菌日：金曜日）。滅菌終了後は、センターで所定の場所に置く。 

 

３．床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、センターで所定の置場に置く。 

4) 交換後の使用済み床敷は、洗浄室の所定の置場に置く。 

 

４．飼育環境 

1) ケージ収容匹数は適切な数とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 室内は常に清潔に保ち、必要に応じて室内の消毒を行う。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

    「第５章 一般区域の利用 第３条 利用者の入退方法」の項に準ずる。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬入 

 

１．搬入物はすべてセンター入口で消毒して搬入する。 

２．滅菌を希望する場合、滅菌依頼（Ｆ３）を提出する。 
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第５条 飼育実験器具・器材搬出 

 

１．室内からの搬出は、利用者の責任の下で搬出する。再搬入する場合は「第５章 一般区域の

利用・第５条 飼育実験器具・器材搬入」に従う。 

 

２．使用済みの飼育器材（センター所有）は、洗浄室の所定の場所に置く。 

 

 

第６条 マウス購入 

 

１．受入れ可能な動物は、SPF のマウスとする。 

２．購入は、搬入希望日の７日前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３．利用者自身でも注文できるが、その場合には予め購入連絡と微生物検査成績をセンターへ

提出する。 

 

 

第７条 マウス搬入・搬出 

 

１．搬入・搬出は利用者が行うこととする（「第４章 センターの利用方法 第７条 動物の持

ち出し方法」参照）。 

２．他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内のも

のでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３．移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、室内に入室する。 

 

一般飼育室からの動物搬入 

1)  繁殖室または飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

滅菌を希望するもの 

滅菌済み物品置場 飼育繁殖室 

センター技術員が行う 

利用者が行う 

オートクレーブ 

器具・機材・文具等の消毒、滅菌希望 

センター入口にてアルコールで噴霧消毒 
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2)  滅菌済箱を運搬し、室内に入室する。 

BS区域からの動物搬入 

1) BS 室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 滅菌済箱を運搬し、室内に入室する。 

 

• 搬出 

1) 室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

 

 

 
 

第８条 微生物検査 

 

１．年２回の微生物検査を行なう。 

２．検査日の２ヶ月前にセンターより連絡をする。 

３．使用者が飼育中の動物を検体として提供する（４週間以上同居飼育した６週齢以上の動物

とする）。 

４．検体用動物は各系統別に３匹とする。 

 

 

第９条 繁殖室飼育経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

１．繁殖室使用料 

 

別表を参照。 

 

２．飼育経費 

 

床敷代・飼料代（別表を参照）。  

 

 

第１０条 繁殖室実験動物殺処分と死体処理方法 

 

一般飼育廊下 

飼育繁殖室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

動物搬入フローチャート 

飼育繁殖室 

目的の場所 

一般飼育廊下 

動物搬出フローチャート 
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第５章 一般区域の利用・第１１条「実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．

動物の死体処理方法（4）を除く）。 

 

第１１章 中型実験動物実験区域の利用 

 
第１条 中型実験動物実験区域の概要 

 

１． 中型実験動物実験区域は、飼育室、実験室、前室、飼料保管庫より構成される。 

２． 中型実験動物実験区域は、生体循環器系実験用動物の飼育および実験を行う場所である。 

３． 中型実験動物実験区域において動物に直接接触した場合は、退室する際に必ずシャワーを

浴びる。 

４． 中型実験動物実験区域（前室は除く）に入室した利用者は、当日、中型実験動物実験区域

のみが利用できる。 

 

※ 管理運営委員会委員は、実験に影響を与えない限りにおいて環境基準整備のため、利用者の許

可なく、随時検査を行う権限を有する。また、実験動物センター技術員は、常備設備の設置な

らびにその管理などのため、立入る権限を有する。 

 

 

２号館地下 

 

 

  

 

ロッカー室 

 

 

 

標本ストック室 

 

脱衣  

 

前室 シャワー 

 

 

 

飼育室 

 

 

通路 

  地下駐車場 

 

 

      扉 

実験室 

入口 

大型機器搬入搬出扉 

飼料保管庫 

飼料搬入扉 
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第２条 区域利用方法 

 

１． 申請 

 

1) 利用可能なスペースの存在をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）を提出する。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する許可。 

 

２． 利用方法 

 

1) 中型実験動物実験区域の飼育および実験のため利用できる。 

2) 入退室は入口扉専用の鍵により行う（鍵の紛失は利用者負担とする）。 

3) 飼育管理および実験室の管理は、利用者の自主管理とする。 

4) コンベンショナル動物であることに留意し、センター内での感染事故に注意する。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 中型実験動物実験区域の明け渡し予定日を１か月前までにセンターへ連絡すること。 

2) 部屋の片付け、飼育ケージ内の清掃、消毒を行うこと。 

付記 

 

中型実験動物実験区域利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１． 飼育室内の飼育および実験室の管理は利用者が自主管理をする。ただし、管理方法に不備

がある場合、管理運営委員会より改善の注意をし、さらに利用中止もある。 

２． 入口扉は常時施錠しておく。 

３． すべての扉は解放禁止とする。 

４． 飼料保管庫の２枚の扉は同時に開けない。また、搬入扉は使用時以外常時施錠しておく。 

５． 実験室の大型器具搬入搬出扉は、大型器具の搬入と搬出時にのみ使用できる（常時施錠）。 

６． 利用講座・研究室が２つ以上の場合、利用者同士で話し合い使用する。 

７． 飼育室および飼育ケージ内は清潔にし、環境保持に努める。 

８． 実験室を使用した後は清掃を行い、環境保持に努める。 

９． 飼育室および実験室からのゴミは利用者が分別して捨てる。 

１０． 物品および実験器具を搬出する際は、原則として滅菌を行う。 

１１． 小型オートクレーブおよび洗濯機は利用者が管理し、利用者の責任の下、使用する。 

１２． 利用者の不備によるセンター内の感染事故が発生した場合、全責任は利用者が負うものと

する。 

１３． 利用者による破損等は、利用者の負担により修理する。 

１４． 動物の体重が実験終了時に２０kg を超えていた場合、フリーザーに入れる際は解体して

入れる。 

 

 

第２条 利用者の入退方法 

 

１． 入室 

1) 専用の鍵で更衣室に入室する。 

2) 外履きを脱ぐ。 

3) 着替え 

a. 所定の場所から無塵衣・帽子を取り装着する。 

b. 使い捨てのマスク・ゴム手袋をつける。 

4) 消毒薬で、手指の消毒（ラビング法）をする。 
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5) 備え付けの専用長靴を履く。 

6) 実験室側更衣室扉を開け入室し、作業を開始する。 

 

２． 退室 

1) 実験室側更衣室扉を開け、専用長靴を脱ぐ。 

2) 専用長靴は所定の位置に返す。 

3) 着替え 

a． 無塵衣・帽子を脱ぐ。 

b． 脱いだ無塵衣・帽子は備え付けの滅菌カゴの中に入れる。 

c． マスク、ゴム手袋は所定の医療廃棄物容器に捨てる。 

4) 滅菌カゴを小型オートクレーブに入れ、滅菌する（第３条 動物飼育管理「５．小型

オートクレーブ使用方法」「６．無塵衣・帽子の滅菌」参照）。 

5) 動物に直接接触した場合は、中型実験動物実験区域専用のシャワーを浴びる。 

6) 作業終了の確認をし、退室する。 

7) 必ず施錠を行う。 

 

 

第３条 動物飼育管理 

 

１． 飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、飼料保管庫に搬入する。 

2) 開封後の飼料は、常備してあるバケツに入れ使用する。 

3) 適切な管理をし、長期間放置しない。 

4) 給餌は給餌器を使用し、利用者が１日１回新しい飼料を給餌する（給餌器が汚れてい

たら交換する）。 

 

２． 飲水 

1） 飲水は自動飲水器を使用する。 

2） 定期的に自動飲水器から飲水が出ていることを確認する。 

 

３． ケージ内清掃 

1） ケージ内の清掃は、１日１回行なう。 

2） 動物に水が掛からないよう注意し、糞尿を除去する。 

 

４． 飼育環境 

1) ケージ内は清潔にし、動物へのストレスを軽減するよう動物福祉に配慮する。 

2) 給餌器は、１週間に１度、新しい容器と交換する。 

3) 飼育室内は飼育時および定期的に清掃し、必要があれば消毒を行い常に清潔に保つ。 

 

５． 小型オートクレーブ使用方法 

1) 釜内部と外部タンクの水量を確認する（空焚きに注意）。 

2) 電源を入れモードを設定する。 

3) 滅菌物を入れ、上部扉を閉める（ハンドルの締め付け過ぎに注意）。 

4) スタートボタンを押す。 

5) 滅菌終了後、内筒圧が０であることを確認して上部扉を開ける（やけどに注意）。 

6) 滅菌物を取り出し、電源を切る。 

 

６． 無塵衣・帽子の滅菌 

使用後の無塵衣・帽子は滅菌カゴに入れ、利用者が小型オートクレーブにて滅菌を行う。 

洗濯が必要な場合でも、必ず滅菌終了後に洗濯する。 

1) 脱衣した無塵衣・帽子を滅菌カゴに入れる。 

2) 滅菌カゴをオートクレーブに入れる。 

3) 滅菌を行う（「５．小型オートクレーブ使用方法」参照）。 
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4) 滅菌が終了した無塵衣・帽子をハンガーに掛け、乾燥させる。 

5) 乾燥させた無塵衣・帽子は所定の場所に置く。 

 

７． 無塵衣・帽子の洗濯 

滅菌終了後の無塵衣と帽子で、洗濯の必要なものは利用者が洗濯機にて洗濯を行う。 

 

８． 飼育匹数の報告 

利用者は毎週木曜日（休日の場合水曜日）に飼育中の匹数を、メールにてセンターに報告

する。また、実験終了または死亡により匹数が減った場合にも、メールにてセンターに報

告する。 

 

 

第４条 飼育実験器具・器材搬出 

 

４． 搬出は不純物を洗浄後、原則として小型オートクレーブにて滅菌を行う（第３条 動物飼

育管理「５．小型オートクレーブ使用方法」参照）。 

 

５． 滅菌処理の出来ないものは、不純物を洗浄乾燥後、更衣室でアルコール消毒を行い一晩放

置する（放置中のお知らせを添付する）。翌日、搬出する。 

 

 

第５条 動物の購入 

動物の購入は利用者が行う。その際、購入の動物についての詳細（搬入日、系統、匹数、

購入業者等）を事前にメールにてセンターへ連絡する。また、購入する動物に対する衛生

検査表の提出により、人獣感染症などを保持していないこと証明することが必須である。 

 

 

第６条 中型実験動物実験区域飼育経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

１． 中型実験動物実験区域使用料 

 

 月毎の使用代を翌月請求する（別表参照）。 

 

２． 死体引き取り料 

 

 月毎の引き取り料を翌月請求する。 

     

 

第７条 実験動物殺処分と死体処理方法 

 

１． 殺 処 分  

利用者は実験終了後あるいは実験途中に動物を殺処分する場合は、これを動物実験取扱規

程に則り自ら行わなければならない。 

 

２． 動物の死体処理方法  

1) 中型実験動物実験区域専用フリーザーに入れる。 

2) 死体は、体液等が漏れないように袋などに入れてからフリーザーに入れる。 

3) 死体の重さが 20kgを超える場合、解体してフリーザーに入れる。 

4) フリーザー内へ安置後、備え付けの用紙に年月日、講座・研究室など所属、氏名、動

物種、数を記入する。 
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第１２章 センターgenotyping 受託 

 

５． 対象動物 

BS区域および一般区域にて飼育しているマウスまたはラットとする。 

 

６． genotypingの実施 

センター技術員が行う。 

 

７． 依頼方法 

7) genotyping の依頼をセンターへメールにて送信する。 

8) プライマーを凍結状態で提供する。 

9) 検査動物の尻尾先端部（2～3mm）を、凍結状態のまま原則として委託者が提供する。 

なお、尻尾先端部の採取については、センターに相談できる。 

10)センターにて genotypingを開始する。 

11)genotyping の結果はメールにて報告する。 

 

４． プライマー、PCR 設定値 

genotypingに必要なプライマー作製および PCR条件は、原則として委託者が準備するが、

センターに相談もできる。 

 

５． 複雑な genotypingについては、原則として受け付けない。 

 

付記 

実験動物センターgenotyping受託細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は実験動物センターにおいて受託された動物の genotyping に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

（対象動物） 

第２条 対象動物は BS区域および一般区域にて飼育しているマウスまたはラットとし、4週齢以上

の週齢であるものとする。 

 

（genotyping方法等） 

第３条 動物の genotyping において依頼する動物は委託者が準備し、センター管理責任者（以下

管理責任者という）に genotyping申込書を提出しなければならない。 

２ genotypingには尻尾の先端部を使用する。 

３ genotyping に必要なプライマー、PCR の条件については、原則として委託者が準備する。

また、委託者からのセンターへの相談は受ける。 

４ 試薬等についてはセンターにて準備するが、その経費については受託経費として徴収する。 

５ 受託後、genotypeの判別には最短 2週間を要する。 

６ 受託後の動物の genotype については、やむを得ず判別が出来ないと管理責任者が判断し

た場合、その判断に同意すること。 

 

（料金の納付） 

第５条 別表に規定する genotyping受託経費を徴収する。 

２ 既納の料金は返納しない。 
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第１３章 特殊実験室の利用 

 

第１条 特殊実験室の概要 

 

１． 特殊実験室はマウスの特殊動物実験を行なうための共同利用施設である。 

２． 飼育は行なえるが、繁殖は行えない。 

 

※ 実験動物センター技術員は、飼育室の環境基準整備のため、実験に影響を与えない限りにおい

て随時飼育室の点検を行なうことができる。もし何らかの問題や支障が見いだされた場合に管

理運営委員会または管理責任者に報告し、利用者はその判断と指示に従う。 

 

 

 
 

第２条 特殊実験室の利用方法 

 

特殊実験室を利用するにあたり、次の手続きをとらなければならない。 

  

１． 申請 

 

1) 特殊実験室の利用状況をセンターへ問い合わせる。 

2) センター諸施設･実験関連器具使用願（Ｆ４）の提出をする。 

3) 管理責任者による（Ｆ４）に対する認可。 

 

２． 利用方法 

 

       

更衣室 
実験機器 

保管庫 
 

  

 

第 1 手術 

実験室 特殊実験室 

 

感染実験区域 
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1) 管理責任者またはセンター技術員から利用方法の説明を受ける。 

2) 特殊実験室の項に則り使用できる。 

3) 共同利用施設であることに留意して、自主管理する。 

4) ２講座（研究室または分野）以上が同時に利用する場合には、特殊実験室内の飼育管

理は利用者間で話し合いを適切に行う。 

 

３． 利用終了時  

 

1) 明け渡し予定日をセンターへ連絡する。 

2) 利用場所の片付け、清掃、消毒を行う。 

3) センター技術員による、後片付けと清掃状態の点検・確認をうける。指摘を受けた場

合には、指摘された点に留意して 2）を繰り返し、再度確認を受ける。 

 

付記 

 

特殊実験室利用上の細則 

 

第１条 概要 

 

１．特殊実験室内の飼育管理は自主管理とする。ただし、管理方法に不備がある場合、管理運

営委員会より改善の注意をし、さらに利用中止もあり得る。 

２．特殊実験室は、利用できるケージ数が利用講座等の増加により減少する。 

３．利用者以外の入室を禁止する。 

４．入室時にサンダル裏を噴霧消毒（アルコール）する。 

５．ネズミ返しは常時設置し、逃亡防止に努める。 

６．ドアは開放厳禁とする。 

７．特殊実験室内は常に清潔にし、環境保持に努める。 

８．ゴミは利用者が分別して廃棄する。 

９．利用者による破損等は、原則として利用者の負担により修理する。 

 

 

第２条 実験関連器具の管理 

 

１．実験に使用する実験関連器具は利用者が準備し、特殊実験室専用とする。 

２．実験関連器具の管理は自主管理とする。 

 

 

第３条 利用者の入退方法 

 

「第５章 一般区域の利用 第３条 利用者の入退方法」の項に準ずる。 

 

 

第４条 実験器具・器材搬入 

 

１．搬入物はセンター入口ですべて消毒して搬入する。 

２．滅菌を希望する場合、センターに依頼（Ｆ３）できる。 
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第５条 動物飼育管理 

 

１．飼料 

1) 飼料は利用者が用意し、搬入する。 

2) 開封後の飼料は備え付け容器に入れ、長期間放置しない。 

２．飲水 

1）飲水は利用者が用意する。 

2）飲水として滅菌水を使用する場合、滅菌を依頼できる。 

3）滅菌を依頼（Ｆ３）する場合、所定の場所に利用者が用意すればセンターで滅菌する

（滅菌日：金曜日）。 

 

３．床敷 

1) 床敷交換は、週一回は必ず行なう。 

2) ケージ滅菌依頼（Ｆ３）は必要日の一週間前までに提出する。 

3) 滅菌済みの床敷は、センターで所定の置場に置く。 

4) 交換後の使用済み床敷は、洗浄室の所定の置場に置く。 

 

４．飼育環境 

1) ケージ内の匹数は７匹以下とし、食殺等がないよう動物福祉に配慮する。 

2) 特殊実験室内は常に清潔に保ち、必要に応じて室内の消毒を行う。 

 

 

第６条 マウス購入 

 

１．特殊実験室の受入れ可能な動物は、SPF のマウスとする。 

２．購入は、搬入希望日の７日前までに動物購入請求票（Ｆ６）を提出する。 

別紙”注文時条件”（Ｆ６’）を必ず貼付する。 

３．利用者自身でも注文できるが、その場合にはセンターへ事前に搬入に関する詳細を連絡し、

微生物検査成績を提出する。 

 

 

第７条 マウス搬入・搬出 

 

１．搬入・搬出は利用者が行うこととする（「第４章 センターの利用方法 第７条 動物の

持ち出し方法」参照）。 

２．他の研究施設からの SPF 動物を受入れる場合は、予め微生物検査表（搬入１か月以内の

ものでおとり動物では不可）をセンターへ提出し、管理責任者の許可を得る。 

３．移動には専用の滅菌済箱を使用する。 

高圧蒸気滅菌を希望する場合高

オートクレーブオ

特殊実験室実 

センター技術員が行う

利用者が行う

一般区域廊下一般

器具・機材・文具等の滅菌・消毒器具・機

センター入口にてアルコールで噴霧消毒する
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• 搬入 

購入・譲渡動物搬入 

1) 業者からの動物はセンター職員が受け取り、利用者に連絡をする。 

2) 連絡を受けた利用者は、納入された動物を確認する。 

3) 箱の周りを備え付けのアルコールで噴霧消毒する。 

4) 箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

一般飼育室からの動物搬入 

1) 繁殖・飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 滅菌済箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

BS区域からの動物搬入 

2) 飼育室にて、動物を滅菌済箱に入れる。 

3) 滅菌済箱を運搬し、特殊実験室に入室する。 

 

• 搬出 

1) 特殊実験室内で動物を滅菌済箱に入れる。 

2) 廊下を通り一般区域の目的の場所に移動する。 

 

 
第８条 特殊実験室経費 

 

管理運営委員会が定める。 

 

  １．特殊実験室使用料 

  

     別表を参照。 

 

２．必要経費 

 

     床敷代・飼料代（別表を参照）。  

 

 

第９条 特殊実験室実験動物殺処分と死体処理方法 

 

第５章一般区域の利用・第１１条「実験動物殺処分と死体処理方法」の項に準ずる（２．

動物の死体処理方法（4）を除く）。 

附則 

この規程内規は、2014年 10月 1日から施行する。 

一般飼育廊下 

特殊実験室 

購入・譲渡動物 

センター専用エレベーター前にて、アルコール

で外箱を噴霧消毒 

繁殖・飼育動物 

動物搬入フローチャート 
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（別表 1）実験動物センター飼育経費 

 

一般区域 

動物種 飼料代（1 ケージ／1 日当） 

マウス 50 円 

ラット 150 円 

モルモット 100 円 

ウサギ 110 円 

繁殖・飼育 

経費 料金 

飼育経費 50 円（1 ケージ／1 日当） 

出産経費 1,000 円（1 ペア／1 回当） 

ＢＳ区域 

ＢＳ室 料金 

№1～№5 15,000 円／月 

№6～№10 20,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

感染実験区域 

感染実験室 料金 

№1～№3 15,000 円／月 

共同利用実験室（CR） 飼育する場合 20,000 円／月 

特殊感染実験室（SIE） 20,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

飼育繁殖室 

飼育繁殖室 料金 

第 1 25,000 円／月 

第 2～4 15,000 円／月 

床敷代 
マウス 50 円（1 ケージ） 

ラット 150 円（1 ケージ） 

中型実験動物実験区域 

経費 料金 
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使用代 3,000 円／月 

特殊実験室 

経費 料金 

使用代 2,000 円／月 

 

 

 

（別表 2）実験動物センター飼育経費 

 

持ち出し飼料代 

飼料代 

ＭＦ 
10kg 梱包 3,478 円 

20kg 梱包 6,253 円 

ＯＲＣ４（20kg） 6,912 円 

ＧＯＣ４（20kg） 6,491 円 

genotyping 受託 

経費 料金 

依頼費 1,000 円／1 検体 

 

２．先端医科学研究センター(総合研究部)大橋研究棟実験動物センター 

 

Ⅰ.手引の意義 

この手引は先端医科学研究センター(総合研究部)大橋研究棟実験動物センター（動物セ

ンター）の有効な利用と運営を図ることを目的として作成された。動物センターは研究棟

地下 1 階に位置し、附図 1 のとおりである。動物センターは共同利用施設であり、この手

引に従い利用しなければならない。 

 

Ⅱ. 施設利用の原則 

 

1. 飼育動物種はマウス、ラット、ハムスター、モルモット、ウサギ、に限定する。 

  これ以外の種については、収容設備、感染などを考慮し、研究室運営委員会が要望に応

じ検討する。 

2. 在室動物には年２回(５月・１１月)の微生物モニタリング検査を行う 

3. 手術室・実験室は共同実験室である。 

4. ラジオアイソトープによる実験は禁止する。 
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5. 健康状態の悪い者の入室は原則として禁止する。 

6. 動物センター施設使用後は必ず清掃を行う。 

7. 不必要動物の飼育は禁止する。 

8. 常に感染防止に留意する。 

9. 動物センター内での喫煙・飲食は禁止する。 

10. 利用者は平等である。 

11. 東邦大学動物実験取扱規定を遵守し動物愛護の倫理に基づいて行動する。 

12. 利用者は委託洗浄員の指示、動物センター内の表示および所定の規定に従う 

13. 動物センター利用の制限・禁止：動物センター利用者の実験動物管理が実験者として著

しく不適当と認められた場合や、利用の手引を遵守しない場合は実験動物管理者が注意

を与え、改善されない場合は使用禁止或いは使用制限の措置を講じる 

 

Ⅲ. 管理運営 

実験動物センターは共同利用施設であるので、管理運営の基本的事項については利用者

の声を充分反映させ、研究室運営委員会（以下研究室運営委員会）で十分に審議、検討

される。具体的な管理運営も研究室運営委員会がこれにあたり、利用は「動物センター

利用の手引」に沿って実施される。 

 

  Ａ）研究室運営委員会 

1. 研究室運営委員会は大橋病院所属の科および研究室より選出された管理運

営委員 7 名および実験動物管理者、委託洗浄員 1名の計 9名で構成され、実

験動物センターの管理運営を行う。 

2. 研究室運営委員会では補充しきれない部門の専門家で、管理運営上の問題点

を解決するため、アドバイザーを１名委員のメンバーに加えることができる。 

 

Ｂ）動物センター利用者の要望と意見の反映 

 利用者は要望ならびに意見を研究室運営委員会に書面で提出することがで

きる。提出された利用者の要望ならびに意見は、研究室運営委員会で十分審

議・検討の上、答申される。また、必要に応じ、利用者全体会議を開き検討

する。 

 

Ⅳ. 施設および設備の利用方法 

Ａ）利用者 

動物実験委員会から承認された「動物実験計画書」に記名されている者（実

験従事者）とし、「動物実験指針講習会」の受講を必須とする。 
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Ｂ）利用時間 

1.利用時間の制限は設けない。 

2.動物注文やその他種々の問い合わせは、委託洗浄員在室時間内とする。 

委託洗浄員在室時間 

   平日 ９：００～１７：００、土曜日９：００～１４：００  

        3.  委託洗浄員在室時間外利用 

動物センター入口で暗証番号入力の上、入室。動物センター利用者ノートに

年月日、所属、氏名、入退室時間、入室目的を記入する。 

 

3.時間外利用で事故、緊急事態が発生した場合には速やかに防災センター（内線３１１

０）へ連絡する。  

 

Ｃ）動物センターへの問い合わせ 

     管理室（内線２４９７，２４９８） 

 

Ｄ）動物センターの入退室方法 

1. 動物センター入口で暗証番号を入力し、開錠する。 

2. 備付のサンダルに履き替える。 

3. 自動手指洗浄機で手指の洗浄後、アルコール消毒を行う。 

4. 備付の青衣、白衣に着替える。 

5. 飼育室入室の際には再度の手指消毒を行い、マスクを着用。 

6. 退室時は使用した青衣・白衣を使用済みカゴに入れ再度、自動手指洗浄機 

で手指洗浄を行う 

 

Ｅ）動物の取扱方法 

1. 動物センター外へ持ち出した動物の再度の持ち込みは、感染防止及びその他の見地か

ら禁止する。 

2. 他の研究施設からの動物の受け入れは、原則として認めない。但し、実験上やむをえ

ない場合は微生物検査証明書を添付の上、搬入することができる。 

 

Ｆ）飼育及び実験器具の取扱方法 

1. 一般飼育に必要な飼育器具（ケージ、給水瓶、給餌器など）は動物センターにおいて

準備する。 

2. 動物センター外に飼育及び実験器具などを持ち出してはならない。但し、やむを得ず

持ち出す場合は、実験動物管理者の許可を得る。この場合、必ず許可願いを提出する。

実験終了後は借用前の状態に復してすみやかに返却し、その旨届け出る。 
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3. 飼育器具の持ち込みは原則として禁止する。但し、やむを得ず持ち込む場合には動物

センター入口でアルコール消毒を行う。 

4. 動物センター内への実験器具、器材（持ち運びがハンディーにできないもの）の持ち

込みで７日以上留める場合は、研究室運営委員会の許可を得る。 

5. 使用器具を紛失・破損した場合は直ちに届出、利用者の負担をもって、使用前に復す

る。 

 

Ｇ）実験室・備品使用申込方法 

1. 動物センターの実験室・備品などを使用するときは、原則として使用前 5日前までに

申し込むこと。 

2. 動物実験に際して実験補助などは実験担当者が行い、委託洗浄員に負担させてはなら

ない。 

Ⅴ. 動物の購入方法 

 

Ａ）動物センターの受け入れ可能な動物 

原則としてマウス、ラット、ハムスター、モルモット、ウサギとする。ただし入手元の

微生物検査証明書を添付できるものに限り、遺伝子改変動物については併せて情報提供

書の提出を必須とする。これら以外の動物の搬入については収容設備、感染などを考慮

し研究室運営委員会で検討する。 

 

Ｂ）動物購入から使用まで 

1. 実験動物の購入については研究室運営委員会が受注するが、実務は委託洗浄員がこれ

にあたる。これを経由しない発注・搬入は認めない。 

2. 実験動物購入届に動物実験委員会承認番号を必ず記入の上、動物センター管理室に希

望搬入日の１０日前までに提出する。 

 

記入時の注意 

1.動物名欄に必要な場合は妊娠、指定業者等を記入する。 

2.動物数・系統によっては、１０日前の提出では搬入希望日にそえない場合もあ 

るので必要日数を踏まえて動物購入届を提出することが望ましい。 

3.動物センターは実験動物購入届に基づき動物搬入業者に発注する。 

4.動物搬入日は原則として火・木曜日である。 

5.動物搬入時間は委託洗浄員在室時間に限り、他の時間帯の動物搬入は認められ 

ない。 

6.やむをえない場合は実験動物管理者の許可を得、実験者が動物センターを経由 

   することなく動物を購入できるが、搬入日時を必ず事前に通知することとする。 
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Ｃ）動物購入費及び飼料・床敷代などの徴収方法 

1. 動物購入費は、当該各教室および研究室に請求される。 

2. 動物センターは各教室および研究室の飼育数に応じてその飼料・床敷代を医学部会計

課を通じて請求する。 

◎ 飼料・床敷代 算定方法 

       飼料・床敷代 ＊ 各教室・研究室の飼育割合 (%) 

 

Ⅵ.実験室の使用方法 

Ａ）目的と構成 

1. 実験室は動物を対象とした手術・実験を行うための施設である。 

2. 実験室は各教室・研究室が公平に使用する。 

3. 実験室は実験室１、実験室２から成る  

4. 実験室２には中動物手術台が 2台あり、無影灯も設置されている。 

Ｂ）申し込みから使用まで 

1. 実験室使用希望者は使用 5日前までに動物センターに連絡する。 

2. 手術衣、白衣などは動物センターより貸し出しされる。使用後は所定の洗濯カゴに返

却する。動物センターはこれらを一括して洗濯あるいは廃棄する。 

Ｃ）．使用上の注意 

  共同施設であることを認識して清潔に使用し、実験終了後の後片付けには特に留意す

る。病院における手術室システムとは異なり、動物実験の基本に則り、全て実験者が

準備、後片付けをすることを基本とする。 

1. 器具、器材、薬品、ガーゼ類などは各自が準備する。 

2. 色素類など落ちにくい薬剤を使用する場合は、ビニールシートを敷き使用する。 

3. 使用済メス、針、ガラス製品などを廃棄する場合は定められた容器に入れる。 

4. 実験終了後、関連器具は速やかに搬出する。 

5. 薬品棚は使用後必ず施錠し、鍵は管理室の所定の位置に戻す。 

6. ネズミ返しは常時設置とする。 

7. 実験室の扉は開放厳禁とする。 

 

VII. 実験動物の安楽死処分と死体処理方法 

Ａ） 安楽死処分 

実験者は実験途中あるいは終了後に動物を殺処分する場合は、これを自ら行わなけれ

ばならず、動物センター委託洗浄員への依頼は禁止する。 

Ｂ）．動物の死体処理方法 

1. 死体はビニール袋に入れ、死体保管用フリーザーに入れる。 

2. 保管用フリーザーへ投入後、備付のノートに年月日、動物種、数、氏名を必ず記入す
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る。 

3. 飼育中の動物が死亡した場合は、動物センターより実験者に連絡する。実験者は、直

ちにその動物を処理しなければならない。やむをえず実験者が直ちに処理できない場

合は委託洗浄員がこれを処理する。 

 

VIII. 申請実験期間外動物の取扱い 

1. 動物実験承認通知書に記載された実験実施期間を 1週間以上過ぎた場合には、委託洗

浄員は実験者に連絡の上、実験動物管理者と協議し必要な措置をとる。 

2. 不在実験者名義の動物あるいは長期間放置されている動物については実験 

動物管理者の許可のもとに関係者に連絡の上、適切な処置を行う。 

3. 実験者は、実験期間を延長する場合は、できるだけ早い時期に実験動物管理者と動物

センター委託洗浄員に連絡する。 

 

 

                 図１ 先端医科学研究センター(総合研究部)大橋動物実験セン



11．放射性同位元素使用施設放射線障害予防規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」（以下「法」

という。）に基づき先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素及び放射

性同位元素によって汚染されたもの（以下「放射性同位元素」という。）の取扱い及び管理

に関する事項を定め、放射線障害の発生を防止し、あわせて公共の安全を確保することを

目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 本規程は、先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設に立ち入るすべて

の者に適用する。 

 

 （用語の定義） 

第３条 本規程において用いる用語の定義は次のとおりとする。 

（１）「放射線作業」とは、放射性同位元素等の使用、保管、運搬、廃棄の作業をいう。 

（２）「業務従事者」とは、放射性同位元素等の取扱い、管理又はこれに付随する業務に

従事するため、管理区域に立ち入る者で、医学部長が放射線業務従事者に指定した者をい

う。 

（３）「放射線施設」とは、使用施設、貯蔵施設、及び廃棄施設をいう。 

 

（他の規程との関連） 

第４条 放射性同位元素等の取扱いに関わる保安については、本規程に定めるもののほか、

次の各号に掲げる規則その他、保安に関する規程の定めによる。 

（１）東邦大学電気工作物保安規程 

（２）東邦大学医学部消防計画 

 

（細則等の制定） 

第５条 医学部長は、法及び本規程に定める事項の実施について、次の各号に掲げる事項

の運用基準等を定めるものとする。 

（１）先端医科学研究センター(総合研究部)放射性同位元素中央研究室放射性同位元素 

取扱細則 
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（２）放射性有機廃液焼却処理要領 

（３）液体シンチレーターの使用基準 

（４）東邦大学医学部作業環境測定要領 

（遵守等の義務） 

第６条 業務従事者及び管理区域に一時的に立ち入る者は、放射線取扱主任者が放射線障

害のために行う指示を遵守し、その指示に従わねばならない。 

２ 医学部長は、放射線取扱主任者が法及び本規程に基づき行う意見具申を尊重しなけ

ればならない。 

３ 医学部長は、第１２条に定める医学部放射性同位元素等安全管理委員会が本規程に

基づき行う答申又は意見具申を尊重しなければならない。 

 

 

第２章 組織及び職務 

（組織） 

第７条 先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素等の取扱いに従事

する者並びに安全管理に従事する者に関する組織は、別図１のとおりとする。 

 

（放射線取扱主任者等） 

第８条 医学部長は、放射線障害発生の防止について総括的な監督をおこなわせるため、

法に規程する第１種放射線取扱主任者免状を有する者の中から放射取扱線主任者（以

下「主任者」という。）を選任しなければならない。 

２ 医学部長は、主任者が旅行、疾病その他の事故によりその職務を行うことができな

い場合は、その期間中その職務を代行させるため、法に規程する第１種放射線取扱主

任者免状を有する者の中から主任者の代理者（以下「代理者」という。）を選任しなけ

ればならない。 

 

 （放射線取扱主任者の職務） 

第９条 主任者は、先端医科学研究センター(総合研究部)における放射線障害の発生の防

止に関わる監督に関し、次の各号に掲げる職務を行う。 

（１）予防規程の制定及び改廃への参画 

（２）放射線障害防止上重要な計画作成への参画 

（３）法令に基づく申請、届出、報告の審査 

（４）立入検査等の立会い 
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（５）異常及び事故の原因調査への参画 

（６）医学部長に対する意見の具申 

（７）使用状況等及び施設、帳簿、書類等の監査 

（８）関係者への助言、勧告及び指示 

（９）医学部放射性同位元素等安全管理委員会の開催の要求 

（１０）その他放射線障害防止に関する必要事項 

（放射線取扱主任者の定期講習） 

第１０条 医学部長は、放射線取扱主任者の資質の向上を図るため、選任後１年以内（選

任前１年以内に受講していたものは、その受講後３年以内）、その後は３年以内ごと

に、法３６条の２の規定に基づく定期講習を、放射線取扱主任者に受講させなけれ

ばならない。 

 

（代理者の職務） 

第１１条 代理者は主任者が、旅行、疾病その他の事故により不在となる期間中その職務

を代行しなければならない。 

 

（先端医科学研究センター(総合研究部)放射性同位元素等安全管理委員会） 

第１２条 放射線同位元素等の管理、使用及び放射線施設の維持、管理並びに放射線障害

防止等に関する事項を審査するため、先端医科学研究センター(総合研究部)放射性

同位元素等安全管理委員会（以下「安全委員会」という。）を置く。 

２ 委員長は、原則として施設の管理責任者をもってあてる。 

３ 委員は、管理責任者、総合研究部長、主任者、医学部長が必要と認めた東邦大学医

学部専任教職員および事務部の各若干名をもってあてる。 

４ 委員長は、安全委員会を召集し会議を主催する。 

５ 安全委員会は、必要があると認めるときは、業務従事者に対し、必要な協力を求め

ることができる。 

６ 安全委員会は、放射線障害の防止に関し重要な事項について文書をもって医学部長

に報告する。 

 

（施設運営委員会） 

第１３条 施設運営委員会（以下「運営委員会」という。）は、施設の管理責任者、主任者、

放射線管理運営担当者及び放射線取扱教室代表で構成し、放射性同位元素の使用及び

施設の運用に関する実務的事項を協議する。施設の管理責任者は、協議した結果を安
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全委員会に報告する。 

 

（放射線取扱教室責任者） 

第１４条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用する講座・研究室及

び部門ごとに放射線取扱教室責任者（以下「教室責任者」という。）を置く。 

２ 教室責任者は、講座・研究室及び部門の責任者をもってあてる。 

３ 教室責任者は、先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用して行わ

れる、所属する講座・研究室及び部門ごとの放射線業務及び業務従事者の行為に対し

て全責任を負うものとする。 

（放射線取扱教室代表） 

第１５条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設を利用する講座・研究室及

び部門ごとに放射線取扱教室代表（以下「教室代表」という。）を置く。 

２ 教室責任者は、所属する講座・研究室及び部門の業務従事者の中から教室代表を任

命する。 

３ 教室代表は、放射性同位元素等の使用及び施設の利用に関し、施設の管理責任者、

主任者と講座・研究室、部門構成員の間の連絡等を担当し、施設の管理責任者の召集

する運営委員会の委員となる。 

 

（業務従事者） 

第１６条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設において放射性同位元素等

の取扱等業務に従事する者は、業務従事者として登録しなければならない。 

２ 業務従事者は、所属する講座・研究室及び部門の教室責任者の申請に基づき、主任

者の同意のもとに医学部長が承認したうえで登録する。 

３ 医学部長は、前項の承認を行うにあたり、業務従事者として申請した者に対し第３

８条に定める教育及び訓練並びに第３９条に定める健康診断を放射線管理運営担当

者に実施させ、その結果を照査しなければならない。 

 

（施設の管理責任者） 

第１７条 先端医科学研究センター(総合研究部)の放射線施設に管理責任者を置く。 

２ 総合研究部内の施設に対しては、総合研究部長が管理責任者を任命する。 

３ 管理責任者は放射線施設の維持及び管理を総括する。 

 

（放射線管理運営担当者） 



 81 

第１８条 放射線管理業務を行うため、放射線管理室に放射線管理運営担当者（以下「管

理運営担当者」という。）を置く。 

２ 管理責任者は、管理運営担当者を任命する。 

３ 管理運営担当者は、次の業務を行う。 

（１）管理区域に立ち入る者の入退出、放射線被曝及び放射線汚染の管理 

（２）放射線施設、管理区域に関わる放射線の量及び表面汚染密度の測定 

（３）放射線測定機器の保守管理 

（４）放射性同位元素の受入、払出、使用、保管、運搬及び廃棄に関する管理 

（５）放射線作業の安全に関わる技術的事項に関する業務 

（６）業務従事者等に対する教育及び訓練計画の立案及びその実施 

（７）業務従事者等に対する健康診断計画の立案及びその実施 

（８）放射性廃棄物の保管及びそれらの処理に関する業務 

（９）上記（１）〜（８）に関する記帳・記録の管理及び保管 

（１０）関係法令に基づく申請、届出等の事務手続き、その他関係省庁との連絡等、事

務的事項に関する業務 

 

（産業医） 

第１９条 産業医は、第３９条に規程する健康診断を実施する。 

 

第３章 管理区域 

（管理区域） 

第２０条 医学部長は、放射線障害の防止のため、放射線障害のおそれのある場所を管理

区域として指定する。 

２ 前項で指定する管理区域は、別に定める放射性同位元素取扱細則による。 

３ 管理責任者は、次に定める者以外の者を担当する管理区域に立ち入らせてはならな

い。 

（１）業務従事者として第１６条に基づき登録された者 

（２）見学者等で、一時立入者として管理責任者が認めた者 

 

（管理区域に関する遵守事項） 

第２１条 管理区域に立ち入る者は、次の各号に揚げる事項を遵守しなければならない。 

（１）定められた出入口から出入りすること。 

（２）管理区域内に立ち入るときは、所定の用紙に必要事項を記入すること。 
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（３）個人被曝線量計を指定された位置に着用すること。 

（４）管理区域内において飲食、喫煙を行わないこと。 

（５）業務従事者等は、主任者が放射線障害を防止するために行う指示、その他、施設

の保安を確保するための指示に従うこと。 

（６）一時立入者は、主任者及び業務従事者が放射線障害を防止するために行う指示、

その他、施設の保安を確保するための指示に従うこと。 

（７）専用の作業衣、作業靴、その他、必要な保護具等を着用し、かつ、これらのもの

を着用して、みだりに管理区域の外へ出ないこと。 

（８）放射性同位元素を体内摂取したとき又はそﾌおそれがあるときは、直ちに管理運営

担当者に連絡し、その指示に従うこと。 

（９）退出するときは身体、衣服等の汚染検査を行い、汚染が検出された場合は、管理

運営担当者に連絡するとともに、直ちに除染のための処置をとること。汚染除去が

困難な場合は、主任者に連絡し、その指示に従うこと。 

２ 管理責任者は、管理区域の入口の目のつきやすい場所に、取扱いに関する注意事項

を掲載し、管理区域に立ち入る者に遵守させなければならない。 

第４章 維持及び管理 

（巡視、点検） 

第２２条 管理運営担当者は、別表１に掲げる事項について、定期的に放射線施設の巡視、

点検を行わなければならない。だたし、施設等の使用が長期間にわたり停止される

場合においては、その施設等の状況に応じてその間の巡視、点検を省略することが

できる。 

２ 管理運営担当者は、前項の巡視、点検の結果、異常を認めたときは、修理等必要な

処置を講じるとともに、管理責任者及び主任者に通報しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１〜２項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（自主点検） 

第２３条 管理運営担当者は、別表２に掲げる項目について、東邦大学医学部総合研究部

放射性同位元素中央研究室、放射性同位元素取扱細則に定めるところにより、毎年２

回、使用施設等にかかわる自主点検を行わなければならない。 

２ 管理運営担当者は、前項の自主点検の結果、異常を認めたときは、その状況及び原

因を調査し、修理等必要な処置を講じるとともに管理責任者及び主任者に通報しなけ

ればならない。 

３ 管理運営担当者は、前項の調査の結果、その異常が使用施設等にかかわる保安に重
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大な影響があると認めるときは、医学部長に報告しはければならない。 

４ 管理責任者は、第１〜３項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（点検結果の通知等） 

第２４条 管理運営担当者は、自主点検を終えたときは、その結果を管理責任者及び主任

者に通知しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の自主点検の結果を、医学部長に報告しなければならない。 

 

（修理、改造） 

第２５条 管理運営担当者は、所管する設備、機器等について、修理、改造、除染等を行

ければならない。ただし、保安上、特に影響が軽微と認められるものについては、こ

の限りではない。 

２ 医学部長は、前項の承認を行おうとするときにおいて、必要があると認めるときは、

その安全性、安全対策等につき、安全委員会に諮問するものとする。 

３ 管理運営担当者は、第１項の修理、改造、除染等を終えたときは、その結果につい 

て、主任者及び管理責任者を経由して、医学部長に報告しなければならない。 

４ 管理責任者は、第１項及び第３項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

（地震後の処置） 

第２６条 管理運営担当者は、使用施設等の保安に重大な影響を及ぼすおそれのある地震

が発生したときは、すみやかに所管する使用施設等を点検し、当該施設の保安に影

響がないことを確認しなければならない。 

２ 管理運営担当者は、前項の点検の結果、異常を認めたときは、修理等必要な処置を

講じるとともに、管理責任者及び主任者に通報しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１〜２項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

 

第５章 使用 

 

（密封されていない放射性同位元素の使用） 

第２７条 密封されていない放射性同位元素（以下「非密封放射性同位元素」という。）を

使用する者は、管理責任者の管理のもとに、次の各号に揚げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 
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（１）非密封放射性同位元素の使用は、別に定める放射性同位元素取扱細則ﾉ従って、作

業室において行い、許可使用数量を超えないこと。 

（２）排気設備が正常に動作していることを確認すること。 

（３）吸収材、受け皿の使用等、汚染の防止に必要な処置を講ずること。 

（４）遮蔽壁、その他の遮蔽物により、適切な遮蔽を行うこと。 

（５）遠隔操作装置、かん子等により、線源との間に十分な距離を取ること。 

（６）放射線に被曝する時間を、出来るだけ少なくすること。 

（７）作業室においては、作業衣、保護具等を着用して作業すること。また、これらを

着用しみだりに管理区域から退出しないこと。 

（８）作業室から退出するときは、人体及び作業衣、履き物、保護具等、人体に着用し

ている物の汚染を検査し、汚染があった場合は除去すること。 

（９）表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度を超えているものは、みだりに作業

室から持ち出さないこと。 

（１０）表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度の１／１０を超えているものは、

みだりに管理区域から持ち出さないこと。 

（１１）非密封放射性同位元素の使用中にその場を離れる場合は、容器及び使用場所に

所定の標識を付け、必要に応じて、人が近づかないような処置を行い、注意事項を

明示する等、事故発生の防止処置を講ずること。 

２ 非密封放射性同位元素の使用にあたっては、あらかじめ、使用に関わる実験計画書

を作成し、施設の管理責任者、主任者及び医学部長の承認を受けなければならない。 

 

（密封された放射性同位元素の使用） 

第２８条 密封された放射性同位元素（以下「密封放射性同位元素」という。）を使用する

者は、管理責任者の管理のもとに次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）使用に際して、放射線測定機器により密封状態が正常であることを確認すること。 

（２）遮蔽壁、その他の遮蔽物により、適切な遮蔽を行うこと。 

（３）遠隔操作装置、かん子等により、線源との間に十分な距離を設けること。 

（４）放射線に被曝する時間を、出来るだけ少なくすること。 

（５）密封放射性同位元素の使用中にその場を離れる場合は、容器及び使用場所に所定

の標識を付け、必要に応じて、人が近づかないような処置を行い、注意事項を明

示する等、事故発生の防止処置を講ずること。 

（６）線源を移動して使用する場合は、使用後、直ちに、その線源の紛失、漏洩等、異

常の有無を放射線測定機器等により点検し、異常が判明した場合は、探査、その
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他の放射線障害を防止するために必要な処置を講ずること。 

  ２ 密封放射性同位元素の使用にあたっては、あらかじめ、使用に関わる使用計画書

を作成し施設の管理責任者、主任者及び医学部長の承認を受けなければならない。 

 

第６章 保管、運搬及び廃棄 

（保管） 

第２９条 放射性同位元素は、所定の容器に入れ、所定の貯蔵室に貯蔵すること。 

２ 貯蔵室には、その貯蔵能力を超えて放射性同位元素を貯蔵しないこと。 

３ 貯蔵室に放射性同位元素を保管している場合は、これがみだりに持ち運ばれない

ような処置を講じなければならない。 

４ 非密封放射性同位元素を貯蔵室内の冷蔵又は冷凍庫に保管する場合は、器の転

倒・破損等を考慮し、吸収剤、受け皿を使用する等、貯蔵室内の冷蔵又は冷凍庫

に汚染が拡大しないような処置を講ずること。 

５ 貯蔵施設の目のつきやすい場所に放射線障害の防止に必要な注意事項を掲示する

こと。 

 

（管理区域における運搬） 

第３０条 管理区域において、放射性同位元素等を運搬しようとするときは、危険物との

混載禁止、転倒、転落等の防止、汚染の拡大の防止、被曝の防止、その他の保安上

必要な処置を講じなければならない。 

（先端医科学研究センター(総合研究部)における運搬） 

第３１条 先端医科学研究センター(総合研究部)において、放射性同位元素を運搬しよう

とするときは、前条に規定する処置に加えて、次の各号に掲げる処置を講じるとと

もに、あらかじめ、施設の管理責任者の承認を受けて行わなければならない。 

（１）放射性同位元素等を収納した輸送容器は、運搬中に予想される温度及び内圧の変

化、振動等により亀裂、破損等が生じるおそれのないよう処置すること。 

（２）表面汚染密度については、搬出物の表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度

の１／１０を越えないようにすること。 

（３）線量率については、搬出物の表面において、２ミリシーベルト毎時を越えず、か

つ、搬出物の表面から１メートル離れた位置において、１００マイクロシーベル

ト毎時を越えないように処置すること。 

（４）運搬経路を限定し、見張人の配置、標識等の方法により、関係者以外の者の接近

及び運搬車両以外の通行を制限すること。 
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（５）車両で運搬する場合は、運搬車両の速度を制限し、必要な場合には、伴走車を配

置すること。 

（６）監督者を同行させ、保安のために必要な監督を行わせること。 

（７）車両及び輸送容器表面に、所定の標識を付けること。 

（８）その他の関係法令に基づき実施すること。 

 

（先端医科学研究センター(総合研究部)以外における運搬） 

第３２条 先端医科学研究センター(総合研究部)において、放射性同位元素等を運搬しよ

うとするときは、主任者及び医学部長の承認を受けるとともに、関係法令に定め

る基準に適合する処置を講じなければならない。 

 

（廃棄） 

第３３条 非密封放射性同位元素等の廃棄は、次の各号に従って、行わなければならない。 

（１）固体状の放射性廃棄物は、不燃性、難燃性、可燃性及び非圧縮性不燃物に区分し、

それぞれ、専用の廃棄物容器に封入し、保管廃棄室に保管廃棄すること。 

（２）液体状の放射性廃棄物は、所定の放射能レベルに分類し、保管廃棄又は排水設備

により、排水口おける排水中の放射性同位元素の濃度を濃度限度以下として、排

水すること。 

（３）気体状の放射性廃棄物は、排気設備により、排気口における排気中の放射性同位

元素の濃度を濃度限度以下として、排気すること。 

２、放射性有機廃液を焼却炉により焼却する場合は、次の各号に従って、行わなければ

ならない。 

（１）焼却処理は、3Ｈ、14Ｃ、32Ｐ、35Ｓ、45Ｃａのみ含んだ有機廃液に限ること。 

（２）放射性有機廃液の上限濃度の目標値を、次の値とすること。 

      3Ｈ：３７Bq／cm3    14Ｃ：３７Bq／cm3    32Ｐ：３.７Bq／cm3 

      35Ｓ：３７Bq／cm3    45Ｃａ：３.７Bq／cm3 

（３）焼却炉の運転は、管理責任者の管理のもとに行うこと。 

（４）管理責任者は、焼却炉の安全運転、保守点検、廃棄作業、異常時並びに危険時の

処置に必要な教育訓練を受けた者の中から、運転担当者を選任すること。 

（５）焼却炉の運転は、別に定める放射性有機廃液焼却処理要領に従って行い、異常が

発生した場合は、直ちに、運転を停止し、主任者に報告するとともに、適切な処

置を講じなければならない。 

（６）焼却炉は、別に定める放射性有機廃液焼却処理要領に基づき、定期的に点検する
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とともに、運転前においても、所定の点検を行い、異常を認めた場合は、適切な

処置を講じなければならない。 

３、密封放射性同位元素の廃棄は、廃棄業者等に引き渡すことによって、行わなけれい。 

 

（保管状況の調査） 

第３４条 管理運営担当者は、毎年１回以上、所管する放射性同位元素の保管量及び保管

の状況の調査を行い、核種毎の保管量及び保管の状況の取りまとめ、その結果を管理

責任者及び主任者に通知しなければならない。 

２ 管理責任者は、前項の通知を受けたときは、医学部長に報告しなければならない。 

３ 管理責任者は、第１項の行為に対して、全責任を負わなければならない。 

 

 

第７章 測定 

（放射線測定機器等の保守） 

第３５条 管理責任者は、安全管理にかかる放射線測定機器について、常に正常な機能を

維持するように、保守しなければならない。 

 

（場所の測定） 

第３６条 管理責任者は、放射線障害のおそれのある場所について、放射線の量及び放射

性同位元素による汚染の状況の測定を行い、その結果を評価し、記録しなければ

ならない。 

２ 放射線の量の測定は、原則として、１センチメートル線量当量又は１センチメート

ル線量当量について、放射線測定機器を利用して、行わなければならない。 

 

 

（非密封放射性同位元素取扱施設） 

３ 非密封放射性同位元素取扱施設の測定は、次の各号に従い、行わなければならない。 

（１）放射線の量の測定は、使用施設、貯蔵施設、廃棄施設、管理区域境界及び東邦大

学医学部の境界について、別に定める作業環境測定要領に従い、行うこと。 

（２）放射性同位元素による汚染の状況の測定は、作業室、廃棄作業室、汚染検査室、

廃棄設備の排気口、排水設備の排水口及び管理区域境界について、別に定める作

業環境測定要領に従い、行うこと。 

（３）実施期間は、取扱開始前に１回、取扱開始後にあっては、１月を越えない期間ご
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とに１回行うこと。 

（密封放射性同位元素取扱施設） 

４ 密封放射性同位元素取扱施設の測定は、次の各号に従い、行わなければならない。 

（１）放射線の量の測定は、使用施設、貯蔵設備、管理区域境界及び先端医科学研究セ

ンター(総合研究部)の境界について、別に定める作業環境測定要領に従い、行う

こと。 

（２）実施期間は、取扱開始前に１回、取扱開始後にあっては、１月を越えない期間ご

とに１回行うこと。 

５ 次の項目について、測定結果を記録し、保存しなければならない。 

（１）測定日時 

（２）測定箇所 

（３）測定した者の氏名 

（４）放射線測定器の種類及び形式 

（５）測定方法 

（６）測定結果 

６ 前項の測定結果は、管理責任者が５年間保存する。 

 

（個人被曝線量の測定） 

第３７条 管理責任者は、管理区域に立ち入る者に対して、適切な放射線測定器を着用さ

せ、次の各号に従い、個人被曝線量を測定しなければならない。ただし、測定が

困難な場合は、計算によって、これらの値を算出することとする。 

（１）放射線の量の測定は、外部被曝による実効線量及び等価線量について、行うこと。 

（２）測定は、胸部（女子にあっては、腹部）について、１センチメートル線量当量及

び７０マイクロメートル線量当量について行うこと。 

（３）前号のほか、頭部及びけい部から成る部分、胸部及び上腕部から成る部分並びに

腹部及び大腿部から成る部分のうち、外部被曝が最大となるおそれのある部分が

胸部及び上腕部から成る部分以外の部分である場合は、当該部位についても、行

うこと。 

（４）人体部位のうち、外部被曝が最大となるおそれのある部位が、頭部、けい部、胸

部、上腕部、腹部及び大腿部以外である場合は、第２号及び第３号のほか、当該

部位についても行うこと。 

（５）放射性同位元素を誤って摂取した場合又はそのおそれのある場合は、内部被曝に

ついても、測定を行うこと。 
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（６）測定は、管理区域に立ち入る者について、管理区域に立ち入っている間、継続し

て行うこと。ただし、一時立入者として、管理責任者が認めた者については、外

部被曝の実効線量が１００マイクロシーベルトを越えるおそれのあるときに行う

こととする。 

（７）次の項目について、測定の結果を記録すること。 

ア、測定対象者の氏名 

イ、測定をした者の氏名 

ウ、放射線測定器の種類及び形式 

エ、測定方法 

  オ、測定部位及び測定結果 

（８）前号の測定結果については、４月１日、７月１日、１０月１日及び１月１日を始

期とする３月間、４月１日を始期とする１年間並びに女子にあっては毎月１日を

始期とする１月間について、当該期間毎に集計し、記録すること。 

（９）第７号の測定結果から、実効線量及び等価線量を算定し、次の項目について記録

すること。 

ア、算定年月日 

イ、対象者の氏名 

ウ、算定した者の氏名 

エ、算定対象期間 

オ、実効線量 

カ、等価線量及び組織名 

（１０）前号の算定は４月１日、７月１日、１０月１日及び１月１日を始期とする各

３月間、４月１日を始期とする１年間並びに女子にあっては毎月１日を始期とす

る１月間毎に行い、記録すること。 

（１１）前号による実効線量の算定の結果、４月１日を始期とする１年間についての

実効線量の結果が２０ミリシーベルトを越えた場合は、当該１年間以降は、当該

１年間を含む文部科学大臣が定める期間の累積実効線量（前号により４月１日を

始期とする１年ごとに算定された実効線量の合計をいう。）を当該期間について、

毎年度集計し、集計のつど次の項目について記録すること。 

ア、集計年月日 

イ、対象者の氏名 

ウ、集計した者の氏名 

エ、集計対象期間 
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オ、累積実効線量 

（１２）第７号から第１１号の記録は、管理責任者が永久に保存するとともに、記録

のつど、対象者に対し、その写しを交付すること。 

２ 管理責任者は、前項の測定結果に基づき、使用施設等における１年間の業務従事者

数及び個人実効線量分布を作成し、医学部長及び主任者に報告しなければならない。 

 

第８章 教育及び訓練 

（教育及び訓練） 

第３８条 管理責任者は、管理区域に立ち入る者及び放射性同位元素等の取扱等業務に従

事する者に対し、本規程の周知等を図るほか、放射線障害の発生を防止するため

に必要な教育訓練を、実施しなければならない。 

２ 前項の規程による教育及び訓練は、次の各号の定めるところによる。 

（１）実施期間は、次のとおりとする。 

ア、業務従事者として登録する前 

イ、初めて管理区域に立ち入る前及び取扱業務に従事する前 

ウ、管理区域に立ち入った後及び取扱等業務の開始後にあっては、１年を越えない期間

ごと 

  （２）前号ア並びにイについては、次に掲げる項目及び時間数を、ウについては、次

にあげる項目について実施すること。 

ア、放射線の人体に与える影響   ３０分間以上 

イ、放射性同位元素の安全取扱    ４時間以上 

ウ、放射線障害防止に関する法令   １時間以上 

エ、放射線障害予防規程      ３０分間以上 

オ、その他放射線障害防止に関して必要な事項 

３ 前項の規程にかかわらず、前項第２号に掲げる実施項目に関して、十分な知識及び

技能を有していると認められる者に対しては、教育及び訓練の一部を省略すること

ができる。 

４ 管理責任者は、管理区域に一時的に立ち入る者を、一時立入者として承認する場合

は、当該立入者に対して、放射線障害の発生を防止するために必要な注意事項を熟

知させなければならない。 

５ 管理責任者は、教育及び訓練を実施したときは、その都度実施結果を記帳するとと

もに、医学部長及び主任者に報告しなければならない。 
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第９章  健康診断 

（健康診断） 

第３９条 管理責任者は、業務従事者に対して、次の各号に定めるところにより、健康診 

断を実施しなければならない。 

（１）実施時期は、次のとおりとする。 

ア、業務従事者として登録する前又は初めて管理区域に立ち入る前 

イ、管理区域に立ち入った後にあっては、１年を越えない期間ごと。 

（２）健康診断は、問診及び検査又は検診とする。 

（３）問診は、放射線の被曝歴及びその状況について行うこと。 

（４）検査又は検診は、次の部位及び項目について行うこと。ただし、アからウ（初め

て管理区域に立ち入る前の健康診断にあっては、ア及びイの部位又は項目を除く）

については、医師が必要と認める場合に、行うこととする。 

ア、末梢血液中の血色素量又はヘマトクリット値、赤血球数、白血球数及び白血球百分   

  率 

イ、皮膚 

ウ、眼 

２ 管理責任者は、前各号の規程にかかわらず、業務従事者が次の各号に該当する場合

には、遅滞なく、その者につき、健康診断を行わなければならない。 

（１）放射性同位元素を誤って摂取した場合。 

（２）放射性同位元素により、表面密度限度を越えて皮膚が汚染され、その汚染を容易

に除去することができない場合。 

（３）放射性同位元素により、皮膚の創傷面が汚染され、又は汚染されたおそれのある

場合。 

（４）実効線量限度又は等価線量限度を越えて放射線に被曝し、又は被曝したおそれの

ある場合。 

３ 管理責任者は、次の各号に従い、健康診断の結果を記録しなければならない。 

（１）実施年月日 

（２）対象者の氏名 

（３）健康診断を実施した医師名 

（４）健康診断の結果 

（５）健康診断の結果に基づいて講じた処置 

４ 健康診断の結果は、管理責任者が永久に保存するとともに、実施のつど、記録の写
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しを対象者に交付しなければならない。 

 

（放射線障害を受けた者等に対する処置） 

第４０条 管理責任者は、業務従事者が放射線障害を受け又は受けたおそれのある場合に

は、主任者及び産業医と協議し、その程度に応じ、管理区域への立ち入り時間の

短縮、立ち入り禁止、配置転換等、健康の保持等に必要な処置を、医学部長に具

申しなければならない。 

２ 医学部長は、前項の具申があった場合には、適切な処置を講じなければならない。 

 

第１０章 記帳及び保存 

 （記録） 

第４１条 管理責任者は、受入れ、払出し、使用、保管、運搬、廃棄並びに教育及び訓練

に関わる記録を行う帳簿を備え、記帳させなければならない。 

２ 前項の記帳に記録すべき項目は、次の各号のとおりとする。 

（１）受入れ 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素を受入れた年月日及びその相手方の氏名または名称 

ウ、放射性同位元素の受入れに従事する者の所属並びに氏名 

（２）払出し 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素を払出した年月日及びその相手方の氏名または名称 

ウ、放射性同位元素の払出しに従事する者の所属並びに氏名 

（３）使用 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の使用の年月日、目的、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の使用に従事する者の所属並びに氏名 

（４）保管 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の保管の期間、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の保管に従事する者の所属並びに氏名 

（５）運搬 

ア、先端医科学研究センター(総合研究部)における放射性同位元素の運搬の年月日方法 

イ、荷受け人又は、荷送り人の所属並びに氏名 
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ウ、運搬に従事する者又は運搬の委託先の氏名若しくは名称 

（６）廃棄 

ア、放射性同位元素の種類及び数量 

イ、放射性同位元素の廃棄の年月日、方法及び場所 

ウ、放射性同位元素の廃棄に従事する者の所属並びに氏名 

（７）第３８条の教育及び訓練 

ア、教育及び訓練の実施年月日 

イ、教育及び訓練を受けた者の氏名 

（８）第２３条の自主点検 

ア、点検の実施年月日 

イ、点検を行った者の氏名 

ウ、点検の結果及びこれに伴う処置 

３ 前項に定める記帳は、毎年３月３１日又は事業所の廃止等を行う場合は廃止日等に閉

鎖し、管理責任者が５年間保存しなければならない 

 

 

第１１章 危険時の処置 

（危険時の処置） 

第４２条 放射性同位元素等に関し、地震、火災、運搬中の事故等の災害が起こったこと

により、放射線障害が発生した場合又はそのおそれのある場合、その発見者は、別

に定める放射性同位元素取扱細則に従い、直ちに、災害の拡大防止、通報及び避難

警告等、応急の処置を講じなければならない。 

２ 医学部長は、前項の事態が生じた場合は、直ちに、関係機関に通報するとともに、

遅滞なく、文部科学大臣又は国土交通大臣に、届出なければならない。 

（地震等災害時における措置） 

第４３条 地震、火災が起こった場合には、別図２に定める災害時の連絡通報体制に従い

管理運営担当者は別表３に定める項目について、すみやかに点検を行い、その結果

を、主任者を経由して医学部長に報告しなければならない。 

 

 

第１２章 報告 

（定期報告） 

第４４条 医学部長は、第２３条第３項、第３４条第２項及び第３７条第１２号第２項の
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報告に基づき、放射線障害の防止に関する法律施行規則第４０条第３項に定める放

射線管理状況報告書を、毎年４月１日を始期とする１年間について作成し、当該期

間の経過後３月以内に文部科学大臣に報告しなければならない。 

 

（報告） 

第４５条 次の各号に掲げる事態の発生を発見した者は、別に定める放射性同位元素取扱

細則に従い通報しなければならない。 

（１）放射性同位元素等の盗難又は所在不明が発生した場合。 

（２）放射性同位元素が以上に漏洩した場合。 

（３）業務従事者について、実効線量限度又は等価線量限度を超え、又は越えるおそれ

のある被曝が発生した場合。 

（４）前各号のほか、放射線障害が発生し、又は発生するおそれのある場合。 

２ 医学部長は、前項の通報を受けたときは、その旨を、直ちに、その状況及びそれに 

対する処置を、１０日以内に、それぞれ、文部科学大臣に、通報しなければならな 

い。 

 

付 則 

    この規程は、平成元年４月１日から施行する。 

    平成３年６月１１日、一部改正 

    平成４年２月７日、一部改正 

    平成５年１０月１日、一部改正 

    平成８年３月１日、一部改正 

    平成１３年４月１日、一部改正 

    平成１６年１１月２６日、一部改正 

平成１７年１１月１０日、一部改正 

平成１８年３月９日、一部改正 

    平成２２年 ７月 １日、一部改正 
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別図２  

 災害時の連絡通報体制 

放射線取扱主任者 

総合研究部部長 

ＲＩ室管理責任者 

発見者 

大森学事部学事支援課長 

法人本部施設部 

大森学事部長 
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別表 1  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設巡視・点検 

 

設 備 等 点  検  項  目 実 施 者 

管理区域全般 管理区域の区画及び閉鎖設備 

作業環境の状況 

床及び天井等の状況 

標識等の状況 

汚染検査設備及び洗浄設備の状況 

更衣設備の状況 

管理運営担当者 

気体排気設備 作動確認 

排気フィルタの差圧測定 

管理運営担当者 

液体破棄設備 漏洩の有無の目視確認 

水位計等監視設備の確認 

管理運営担当者 

電源設備 作動確認 管理運営担当者 

警報設備 作動確認 管理運営担当者 

フード 風量確認 管理運営担当者 

放射性廃棄物の処 

理等に必要な設備 

作動確認 

目視確認 

管理運営担当者 
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別表 2  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設の自主点検項目 

区   分 点  検  項  目 実 施 者 

施設の位置等 ① 位置                  ② 地崩れのおそれ 

③ 浸水のおそれ          ④ 周囲の状況 

管理運営担当者 

主要構造部等 ① 構造及び材料 管理運営担当者 

遮    蔽 ① 構造及び材料     ② 遮蔽の状況 

③ 実効線量 

管理運営担当者 

管理区域 ① 区画及び閉鎖状況 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 実効線量       ④ 標識 

管理運営担当者 

作業室 ① 床・壁等の構造、表面仕上げ  

② 室内の空気の流れ 

③ フード等              ④ 標識 

管理運営担当者 

汚染検査室 ① 設置位置等  

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 洗浄設備              ④ 更衣設備 

⑤ 除染器財              ⑥ 放射線測定器 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

貯蔵室・貯蔵容器 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 遮蔽物の状況          ④ 実効線量 

⑤ 放射性同位元素保管量  ⑥ 閉鎖設備 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

排 気 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排気浄化装置          ④ 排風機 

⑤ 排気ダクト、排気口 

⑥ 汚染空気の拡大防止装置 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

排 水 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

管理運営担当者 
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③ 排水浄化装置          ④ 排水処理装置 

⑤ 排水管                ⑥ 標識 

保管廃棄設備 ① 設置位置等            ② 床・壁等の構造 

③ 閉鎖設備              ④ 保管廃棄容器 

⑤ 保管の状況            ⑥ 安全装置 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

焼  却  炉 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 装置の状況      ④ 安全装置 

⑤ 標識 

管理運営担当者 

 

 

別表 3  先端医科学研究センター(総合研究部)放射線施設の災害時における点検項目 

 

区   分 点  検  項  目 実 施 者 

施設の位置等 ① 位置         ② 地崩れのおそれ 

③ 浸水のおそれ     ④ 周囲の状況 

管理運営担当者 

主要構造部等 ① 構造及び材料 管理運営担当者 

遮    蔽 ① 構造及び材料     ② 遮蔽の状況 

③ 実効線量 

管理運営担当者 

管理区域 ① 区画及び閉鎖状況 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 実効線量       ④ 標識 

管理運営担当者 

作業室 ① 床・壁等の構造、表面仕上げ  

② 室内の空気の流れ 

③ フード等       ④ 標識 

管理運営担当者 

汚染検査室 ① 設置位置等   

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 洗浄設備       ④ 更衣設備 

⑤ 除染器財       ⑥ 放射線測定器 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

貯蔵室・貯蔵容器 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 遮蔽物の状況     ④ 実効線量 

管理運営担当者 
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⑤ 放射性同位元素保管量 ⑥ 閉鎖設備 

⑦ 標識 

排 気 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排気浄化装置     ④ 排風機 

⑤ 排気ダクト、排気口 

⑥ 汚染空気の拡大防止装置 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

排 水 設 備 ① 設置位置等 

② 床・壁等の構造、表面仕上げ 

③ 排水浄化装置     ④ 排水処理装置 

⑤ 排水管        ⑥ 標識 

管理運営担当者 

保管廃棄設備 ① 設置位置等      ② 床・壁等の構造 

③ 閉鎖設備       ④ 保管廃棄容器 

⑤ 保管の状況      ⑥ 安全装置 

⑦ 標識 

管理運営担当者 

焼  却  炉 ① 設置位置等      ② 構造及び材料 

③ 装置の状況      ④ 安全装置 

⑤ 標識 

管理運営担当者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


